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平成 28 年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 
「メンタルヘルス問題を予防する教育・普及プログラムの開発及び評価」 

（H28-労働-一般-002）主任：竹中晃二 
総括研究報告書 
 

研究代表者 竹中晃二 早稲田大学人間科学学術院・教授 

 
研究要旨 

 本研究の目的は，地域，職域，および学校における人々のメンタルヘルス不調を予防す
る目的で具体的なプログラムを開発し，評価を行うことである。その内容は，Barry（2001）
が示したメンタルヘルスの枠組みに従って，1）メンタルヘルス問題の汎用型予防を目的と
したストレスマネジメント教育プログラムの開発，および 2）メンタルヘルスをよい状態
に保つメンタルヘルス・プロモーションの行動変容型プログラムの開発，の 2 点である。
前者は，メンタルヘルス疾患・問題が生じることを想定し，それらの予防に焦点を絞って
いる。この領域における「予防」とは，メンタルヘルス疾患・問題を前提にした指示型・
選択型・汎用型の予防介入が相当する。一方，後者では，ポジティブ・メンタルヘルス，
すなわち幸福感や生活の質感をアウトカムとするメンタルヘルス・プロモーションであり，
メンタルヘルス疾患・問題を想定していないものの，その初期症状の出現を抑制し，間接
的に予防に役立つ。 
 1 年目にあたる本年度においては，大きく，1）ストレスマネジメント教育に関する研究，
および 2）メンタルヘルス・プロモーションに関する研究，をおこなった。ストレスマネ
ジメント教育に関する研究としては，⑴認知行動療法を用いたストレスマネジメント教育
プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他）（①児童集団に対するストレスマネジメントのアセ
スメントと実践，②大学新入生を対象としたストレスマネジメントスキル向上を意図した
授業実践，③成人に対するストレスマネジメントの課題と可能性，および④ICT を用いた
個別化ストレスマネジメントに関する研究），および⑵ポジティブ心理学の立場に立った職
場のメンタルヘルス教育プログラム（山田冨美雄他）の計 5 研究を行った，一方，メンタ
ルヘルス・プロモーション・プログラムに関する研究としては，⑴中学生における劇的日
常体験とウェルビーイングの関係（上地広昭他），⑵就労者を対象にしたメンタルヘルス・
プロモーションの試験的介入（島崎崇史他），⑶メンタルヘルス・プロモーションを目的と
した e ラーニング・プログラムの開発および評価：予備研究（竹中晃二他），および⑷予防
教育プログラムの評価（島津明人他），の 4 研究を実施した。 
 
分担研究者 
竹中晃二 
 早稲田大学人間科学学術院・教授 
島津明人 
 東京大学大学院医学系研究科・准教授 
山田冨美雄 
 関西福祉科学大学心理科学部・教授 
嶋田洋徳 
 早稲田大学人間科学学術院・教授 
上地広昭 
 山口大学教育学部・准教授 
島崎崇史 
 早稲田大学人間科学学術院・助手 

 
Ａ．はじめに 
 通常，メンタルヘルス問題を抱える人たち
は，職域，地域，および学校において，問題
を表面化させ，周囲がそのことに気づいた段
階ですでに「深み」にはまっており，彼らは
医療専門領域における「治療」の対象者とな
っていた。しかし，深刻さを増している人々
のメンタルヘルス不調を緩和するためには，
対症療法だけでなく，予防の観点を強調した
プログラム開発が欠かせない。また，その普
及を確実にするためにエビデンスの構築が
必要である。 
 従来，メンタルヘルス問題に関わる対策
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は，専門家による治療・心理療法，復職・
復学支援などの回復支援，また質問紙調査
などを用いてスクリーニングを行った上で
の初期介入が中心であった。最近では，メ
ンタルヘルス問題に関わって，専門家によ
る対症療法とは別に，一次・二次予防を謳
った初期段階の予防プログラムが実施され
ている。例えば，学校においては，ストレ
スマネジメント教育を，また職域において
は，幹部を対象とした研修会や新入社員対
象の講習会が実施されている。企業におい
ては，2015 年 12 月からストレスチェック
制度が法令化され，スクリーニングテスト
によって勤労者個々人のストレス度合いを
把握し，職場環境の改善や個人の不適応を
解決する手段として期待されている。しか
し，メンタルヘルスに自覚症状を持たない
者にとっては，これらの実施に対して義務
的になる傾向が強い。その結果，他人事の
ように感じるだけで，「誰もが生じるかも
しれないメンタルヘルス問題」という危機
意識が乏しいままである。そのため，メン
タルヘルスに関して，人々の自覚を促し，
しかも負担感を低減した教育プログラムが
求められている。 
 予防の観点では，環境や制度の整備とは
別に，私たち個人が日常生活において，「ス
トレスに備える，メンタルヘルスをよい状
態に保つ」という意識を強め，その予防行
動を身につける必要がある。本研究では，
環境整備や個人の気づき強化に特化したス
クリーニングと併用しながら，個人が行え
る予防措置の具体的行動を推奨することを
強調する。この観点は，従来の厚生労働行
政の施策と一致し，従来の施策をさらにバ
ージョンアップすることにつながる。 
 本研究の目的は，人々がストレス対処法を
身につける（ストレスマネジメント）だけで
なく，「よいメンタルヘルス状態を保つ」た
めに必要な行動の実践（メンタルヘルス・プ
ロモーション）を促し，メンタルヘルス問題
の予防に貢献できる教育・普及プログラムを
開発し，評価システムを作成することである。 
 
B. 対象と方法 
1. ストレスマネジメント教育の研究 
 ストレスマネジメントとは，ストレス性疾
患やメンタルヘルス問題の発症を想定し，そ

の原因となるストレス源の除去，あるいは緩
和，また防御因子を強める方策を指す。本研
究のメンバーはすでに，認知行動療法および
ポジティブ・サイコロジーを基にして，様々
な場でストレスマネジメント教育プログラ
ムを提供しており，本研究では，さらに対象
者や環境を特徴に応じてセグメント化した
プログラムの開発を目指す。以下，ストレス
マネジメント教育の研究として，大きく2つ
の報告（5研究）をおこなう。 
1） 認知行動療法を用いたストレスマネジメント
教育プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他） 
 ストレスマネジメントには，一般的に，
呼吸法や自律訓練法などの生理的技法，認
知再構成法（認知的再体制化）などの認知
的技法，社会的スキル訓練などの行動的技
法などが含まれている。ストレスマネジメ
ントの実践報告は，教育領域，職域領域，
地域においていずれも増加しており，スト
レスマネジメントのストレス低減効果は，
揺るぎのないものになっている。しかしな
がら，ストレスマネジメントの有効性の担
保とさらなる普及を目指すためには，①ス
トレスマネジメントによって習得したスキ
ルの日常生活への定着，②対象者のさまざ
まな個人差変数の対応，③実践を提供する
実施者の養成，④ストレスマネジメントの
有効性についてのより適切な評価（何をも
って「予防」したとしているのか）など，
いくつかの課題も残されている。2016 年度
の研究では，集団を対象としたストレスマ
ネジメントの実践について展望するととも
に，ストレスマネジメントの発展に向けた
対応の観点について，以下に示す 4 研究を
おこなった。  
①児童集団に対するストレスマネジメントのア
セスメントと実践 
 小中学生のさまざまな不適応や心身症状
について，心理的ストレスの観点から多く
の研究が行われており，児童生徒の心理的
ストレスの特徴が明らかにされてきた。ス
トレスマネジメントにおける研究のなかで
も，近年，マインドフルネスを手続きとし
た研究の効果が注目されている。しかしな
がら，マインドフルネスに関する研究が多
くなされているなかで，マインドフルネス
の評価については依然として課題となって
おり，このことが，特に小学生を対象とし
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た集団ストレスマネジメントにおける，マ
インドフルネスの活用を阻害している。本
研究では，小学生を対象とした研究に限定
せずに，広く集団介入を整理することによ
って小学生を対象とした場合の有効な要素
や課題の抽出をおこなう。具体的には，児
童，生徒，学生を対象として，マインドフ
ルネスストレス低減法の手続きを用いてい
る介入研究を抽出し，その効果測定に使用
されている指標について検討した。  
 マインドフルネスの介入を行った研究の
レビューを作成し，心理療法の効果研究の
一資料とするため，以下の方法で検索した。
まず，Google Scholar および CiNii を用い
て，2016 年６月に「マインドフルネス」「介
入」「ストレス」をキーワードとして，検索
をおこなった。次に，重複した論文を除外
し，タイトルや抄録からスクリーニングを
おこなった。その際の条件は，①対象者が
児童，生徒，学生であること，②他のリラ
クセーション法や文化的瞑想法を除外し，
マインドフルネスストレス低減法の介入で
あること，③ストレスマネジメントに関連
すること，である。その後，フルテキスト
で適格性を評価した。  
②大学新入生を対象としたストレスマネジ
メントスキル向上を意図した授業実践 
 高校から大学という新しい環境へと移行
するため，大学新入生には社会面と学習面
の適応に十分で継続的なサポートが必要で
ある。また，悩みのある大学新入生は増加
傾向にある。以上のことから，大学新入生
のメンタルヘルスを維持させるために，ス
トレスマネジメントスキルの心理教育を行
うことが重要だと考えられる。本研究では，
大学新入生を対象とした講義でおこなった
ストレスマネジメントの心理教育について，
特に対人関係場面でのストレスマネジメン
トスキルの向上に結びつくような工夫を中
心に報告する。  
③成人に対するストレスマネジメントの課
題と可能性 
 2015 年 12 月より，ストレスチェックが
義務化され，労働者 50 名以上の医療機関
においてストレスチェックを実施すること
が義務となり，労働者のストレスに対する
社会的関心も高まりを見せている。本研究
では，ストレスチェックが義務化される以

前に実施した，関東近郊に所在する病院（病
床数 200 超）における調査研究結果をまと
めた。調査対象病院職員のストレス状況を
把握するとともに，高ストレスである場合
に，それを軽減させる方法を検討すること
を目的とした。また，職員のストレス状況
を把握するとともに，医療現場に所属する
職種別に比較を行い，ストレスマネジメン
トの方法について考察した。  
④ICT を用いた個別化ストレスマネジメン
トに関する研究 
 職域においてはメンタルヘルス対策とし
て，コーピングの拡充によってストレス耐
性を高めることを目的とした認知行動療法
型 ス ト レ ス マ ネ ジ メ ン ト （ Cognitive 
Behavior Stress Management；以下，
CBSM）が実施されており，一定の効果が
示されている。一方で，CBSM は主に研修
形式で実施されることが多く，対象者自身
が自分のコーピングの有効性を分析する手
続きが十分に用いることができないため，
結果的に全体的な効果性が下がってしまっ
ている。そのため，CBSM においては，個
別化の精緻化を意図した手続きの工夫が必
要である。本研究では，情報通信技術（ICT）
を用い，睡眠介入を取り入れた CBSM アプ
リケーションを開発した。対象者はプログ
ラム内で複数提案された睡眠改善を促す行
動の中から実行できそうな行動を選択，実
行しながら睡眠記録をつける。睡眠記録の
データから睡眠が改善されているか，睡眠
の記録の変動を確認し，改善がみられない
と他の行動の実行を提案する内容のプログ
ラムを開発し，効果を検証した。  
2）ポジティブ心理学の立場に立った職場のメ
ンタルヘルス教育プログラム（山田冨美雄他） 
 本研究では，就労者を対象としたメンタ
ルヘルス教育において，ポジティブ心理学
の視点に立ったアプローチを試みた。本研
究では，(1)従来型のストレスマネジメント
教育におけるポジティブ心理学の要素につ
いて検討し，ついで(2)一般企業におけるメ
ンタルヘルス研修の場において強みに気づ
き，強みを活かすグループワークを用いる
プログラムを試行した。最後に(3)外国人介
護士候補を対象に来日後の語学研修中に行
われるメンタルヘルス研修時に実施した
blessing(感謝の恵み )のワークの効果につ
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いて検討した。 
 
2. メンタルヘルス・プロモーションの研究 
 メンタルヘルス・プロモーションでは，肯
定的なメンタルヘルス，すなわち楽しみ，生
活の質感，満足感を強化することを目的とし
て，メンタルヘルスに影響を与える行動変容
をいかに行わせるかが課題となる。本研究の
メンバー（竹中・島崎・上地）は，東日本大
震災の被災者支援を契機として，メンタルヘ
ルス・プロモーション介入を行ってきた。本
研究では，これらのエビデンスに加え，eラ
ーニングや冊子を用いた介入プログラムを
開発する。メンタルヘルス・プロモーション
活動の材料づくりとしては，（1）ポジティ
ブ・メンタルヘルスを導く推奨行動の選定，
（2）配信チャンネルの決定，（3）ツールの
精査・開発，および（4）情報提供コンテン
ツを決定し，プロトタイプのプログラムを開
発し，実施後，内省報告から評価・修正をお
こなう。本年度には，以下，4研究を実施し
た。 
1）中学生における劇的日常体験とウェルビー
イングの関係（上地広昭他） 
最近，心理学の領域では，精神疾患の予
防や治療のみに目を向けるのではなく，よ
りよく生きることや充実した人生を送るこ
とを目指すポジティブ心理学の潮流が生ま
れている  (Seligman, 2003)。さらに，近年
では，ただ単に一時的満足感を高めるだけ
ではなく，継続可能な持続的幸福感の増大
を目的として，ポジティブ感情，エンゲー
ジメント，達成感などを経験することによ
りウェルビーイングの向上を図ることがそ
の中心的テーマとなっている。本研究では，
中学生を対象に，学校生活全般において強
く印象に残った日常体験（劇的日常体験）
の内容を明らかにし，その体験とウェルビ
ーイングの関係について検証をおこなった。
研究Ⅰでは，中学生用劇的日常体験尺度を
開発し，研究Ⅱでは，劇的日常体験とウェ
ルビーイングの関係を探った。  
2）就労者を対象としたメンタルヘルス・プロモ
ーションの試験的介入（島崎崇史他） 
 本研究では，就労者を対象として，メン
タルヘルス・プロモーションに関する情報
提供をおこなう試験的な介入プログラムを
実施し，介入による肯定的な影響について
検討した。対象は，東北地方の A 県にある

6 事業所（介入群 5 事業所：n = 573，統制
群 1 事業所：n = 27）であった。介入群に
は月 1 回，3 ヶ月間にわたり，リーフレッ
ト，プロモーションビデオ，ニューズレタ
ー，およびポスターを用いてメンタルヘル
ス・プロモーションに関する知識の提供を
おこなった。  
3）メンタルヘルス・プロモーションを目的とした
e ラーニング・プログラムの開発および評価:予
備研究（竹中晃二他） 
 本研究の目的は，メンタルヘルス・プロモ
ーション，すなわちメンタルヘルス問題の予
防，およびポジティブ・メンタルヘルスの強
化を目的にしたeラーニング・プログラムを開
発し，その内容および運用面で評価をおこな
うことであった。本研究で開発するeラーニン
グ・プログラムは，先に紙面として開発した
「こころのABC活動実践ワークブック」（竹
中・上地・島崎 , 2014）の内容を援用し，職
域での介入を想定して開発した。本研究は，
学生を対象に，内容および運用面を確認する
ための予備的研究と位置付けた。 

4）予防教育プログラムの評価（島津明人他） 

 本研究では， Rodríguez-Carvajal et al.
（2010）のレビュー論文を参照しながら，個
人向けメンタルヘルス・プロモーションの評
価 指 標 の 検 討 を お こ な っ た 。
Rodríguez-Carvajal et al.（2010）では，問
題を探索し，その改善を目指す従来の問題解
決型のアプローチではなく，「強み」となる
資源を強化することを目的にポジティブな
アプローチに注目しながら，アウトカムとな
る指標とその先行要因とを包括的にレビュ
ーをおこなった。Rodríguez-Carvajal et al.
（2010）では，PsycINFO データベースを使
用して，2005-2010年に発表された企業のポ
ジティブなアプローチとポジティブなアウ
トカムの関連を検証する論文を検索してい
る。  
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Ｃ．結果 
1. ストレスマネジメント教育の研究 
1）認知行動療法を用いたストレスマネジメント教
育プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他） 
①児童集団に対するストレスマネジメントのア
セスメントと実践 
 論文検索の結果，藤田ら（2013），平野・
湯川（2013），今井・古橋（2011），笠置
（2010），勝倉ら（2009），前川（2014），
田中ら（2010），吉田（2014）の８本の論
文が抽出された。これらの論文は，すべて
マインドフルネスを介入手続きとして用い
ている研究である。分析対象となった論文
は，統制群や他の介入方法を設定して２群
以上の比較を分析した研究が５本，抽出し
た対象者にのみマインドフルネスの介入を
行った研究が３本であった。また，介入方
法には，呼吸法，食べる瞑想，静座瞑想法，
ボディスキャンが用いられており，ヨーガ
瞑想法，歩行瞑想法の介入をおこなってい
る研究は存在しなかった。分析対象となっ
た論文のうち，効果測定の指標は，感情，
認知，注意等を測定する尺度が使用されて
いるという特徴があった。  
②大学新入生を対象としたストレスマネジ
メントスキル向上を意図した授業実践 
 グループワーク導入前には，最初は不安
でも，慣れが生じ，楽しさを感じられるよ
うになることを説明した。慣れの説明は，
不安のマネジメントに関する心理教育の授
業の回で詳しく行った。具体的には，不安
を回避すると不安が持続するが，不安に直
面（暴露）し続け，不安を感じるのをその
ままにしておくと（暴露反応妨害法），新入
生の不安の程度が下がった。 
③成人に対するストレスマネジメントの
課題と可能性 
 分析の結果，他職種と比べ，介護福祉士
において「仕事の量的負担」および「仕事
の質的負担」が低く，「身体的負担」が高い
ことが認められた。また，「技能の活用」に
ついては，理学療法士・作業療法士・言語
聴覚士と比べ，介護福祉士で高かった。加
えて，「働き甲斐」については，介護福祉士
より，看護師・理学療法士で高かった。心
身のストレス要因（５種類）については，
職種による相違は認められなかった。高ス
トレス者（心身のストレス要因の素点合計

点 77 点以上の者）８名とそれ以外の者 166
名との間で，仕事のストレス要因に相違が
認められるか否かを検討した結果，「職場環
境」で高ストレス者の得点が有意に高いこ
とが示された。また，「技術の活用」で高ス
トレス者の得点が有意に高かった。  
④ICT を用いた個別化ストレスマネジメン
トに関する研究 
 対象者の睡眠改善行動と睡眠改善効果お
よびストレスコーピングとストレス反応低
減効果を記録することによって個人にとっ
て効果的な睡眠改善行動，およびストレス
コーピングの選択肢を把握し，行動レパー
トリーを拡充することを目的としたプログ
ラムとなった。  
 複数の質問から睡眠の問題についてアセ
スメントし，睡眠の問題があると判断され
た対象者のみが CBSM プログラムと同時
に，睡眠プログラムを実施した。具体的に
は，「仕事がシフト制勤務か」，「日中の眠気
の有無」，「平日と休日の睡眠時間のズレの
有無」，「入眠困難の有無」，「中途覚醒の有
無」，「中途覚醒後の入眠困難の有無」，「い
びきの有無」，「夕方以降に日中のパフォー
マンスが上がるか」である。 
 対象者はコーピングの効果を俯瞰的に理
解するために，ストレス状況，その時実行
したストレスコーピング，当該コーピング
実行時のストレス反応低減効果を記録した。
プログラムではこれらの記録を分析し，ス
トレッサーごとに本人にとって有効なコー
ピングを自動的にフィードバックすること
によって，個人の生活環境に適合した有効
なコーピングを選択できるプログラムが開
発できた。 
2）ポジティブ心理学の立場に立った職場のメ
ンタルヘルス教育プログラム（山田冨美雄他） 
 神戸市内の某企業従業員 40 名を対象と
して，「強み」発見のグループワーク研修へ
の参加によって，研修内容に積極的でなか
った参加者が研修終了後には内容が「だい
たいわかった」と「よくわかった」と回答
した者が 80％，研修内容について「とても
役に立つ」と「役に立つ」と回答した者が
70％にのぼった。 
 フィリピン人看護師候補者 60 名を実験
群 32 名（10 名，女 22 名），統制群 28 名（男
9 名，女 19 名）の２群に分け，Blessing 課
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題を付加した実験群だけが，ストレッサー
を有意に減じた。一方，コーピングの量に
ついては，実験群が統制群よりも上回った。 
 
2. メンタルヘルス・プロモーション・プログラムの
開発 
1）中学生における劇的日常体験とウェルビー
イングの関係（上地広昭他） 
 以下の 4 点が明らかになった。(1) 中学
生における劇的日常体験としては失敗体験，
遂行体験，および出会い・成功体験の 3 つ
が挙げられた。 (2) 劇的日常体験の性差に
ついては，女子において男子より出会い・
成功体験の頻度が高かった。 (3) 劇的日常
体験の学年差について，3 年生の遂行体験
の頻度が高かった。 (4) 出会い・成功体験
が最も強くウェルビーイングと関連を示し
た。以上をまとめると，中学生における劇
的日常体験の頻度とウェルビーイングには
正の関連があり，特に様々な出会いや成功
を体験することがウェルビーイングの向上
に役立つことがわかった。  
2）就労者を対象としたメンタルヘルス・プロモ
ーションの試験的介入（島崎崇史他） 
 職業性ストレスについては，分析の結果，
有意な結果は認められなかった。メンタル
ヘルス・プロモーション行動の改善につい
ても，有意な交互作用は認められなかった。
プログラムに参加しての感想については，  
27 名より回答が得られ，分析の結果，文字
の大きさの改善，内容の具体化，および電
子版での配信，といった改善すべき内容に
ついて要望がだされた。  
3）メンタルヘルス・プロモーションを目的とした
e ラーニング・プログラムの開発および評価:予
備研究（竹中晃二他） 
 受講の対象者は，eラーニング・プログラム
受講に関連して，以下のような結果を示した。
それらは，（a）メンタルヘルスへの認識や考
え方が変化させたこと，（b）メンタルヘル
ス・プロモーション行動を実施してみて，変
化が生じたこと，および（c）メンタルヘルス
問題の予防のためにおこなう活動が具体化
できたこと，であった。以上の研究をもとに，
今後は，メンタルヘルス問題の予防を目的と
して，開発したeラーニング・プログラムを
様々な職域で普及啓発させていくつもりで
ある。  

4）予防教育プログラムの評価（島津明人他） 

 レビューの結果，アウトカムに相当する
指標として，主にワーク・エンゲイジメン
トとフローが取り上げられていることが示
された。いずれの変数も，職域におけるメ
ンタルヘルス・プロモーションの効果評価
指標として概念的には適切と考えられるも
のの，測定に関しては，質問紙による評価
方法が確立しているワーク・エンゲイジメ
ントが，より望ましいと考えられた。ポジ
ティブなアウトカムを高める指標としては，
心理的資本，心理的柔軟性，自己制御プロ
セス，ポジティブな帰属スタイル，感情的
知性，コアセルフ評価などの個人資源（内
的資源，心理的資源）が取り上げられてい
た。  
 
Ｄ．考察 
1. ストレスマネジメント教育の研究 
1）認知行動療法を用いたストレスマネジメント教
育プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他） 
①児童集団に対するストレスマネジメントのア
セスメントと実践 
 マインドフルネスを用いた心理的介入の
有効性として，本研究の対象となった８本
の論文の従属変数としては，抑うつ，心配，
体調不良，友人関係，心理的ストレス反応，
怒り，ADHD 症状，幸福感など，多岐に渡
っていた。マインドフルネスの適用の範囲
が広がること自体は非常に望ましい発展で
あると考えられる。しかしながら，明確な
操作変数の設定がないままに，あるいは操
作変数と従属変数の関連が検討されないま
まに，介入手続きのみが先行し，介入手続
きの作用機序に関する議論がなされない事
態は，マインドフルネスの有効性を実証す
る上での障壁になっている。適切な調査研
究を蓄積することによって，マインドフル
ネスを用いた心理的介入がなぜ，有効なの
かについての吟味を行っていくことが重要
である。  
②大学新入生を対象としたストレスマネ
ジメントスキル向上を意図した授業実践 
 今後の課題として，アセスメントとフォ
ローアップの実施，スキル定着のためのさ
らなるホームワークの実施，授業を発展さ
せた心理教育プログラムを学生相談機関等
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で実施する必要性が挙げられる。  
③成人に対するストレスマネジメントの課
題と可能性 
 本調査研究では，看護師・介護福祉士・
理学療法士・作業療法士・言語聴覚士とい
う職業の専門性に基づき，それぞれのスト
レスについて分析を行った。その結果，職
種では，他職種と比較して，介護福祉士が
身体的な負担を高いと回答しているものの，
仕事そのものの量的・質的な負担は低く，
技能を活用している認識が高いことが示さ
れた。  
④ICT を用いた個別化ストレスマネジメン
トに関する研究 
 本研究では，睡眠やストレス場面は，毎
日の生活と密接に関係しており，睡眠改善
行動やストレスコーピングの機能を俯瞰的
に理解させるために，常に持ち歩けるスマ
ートフォンアプリケーションを提供した。
そのために，ストレス場面に遭遇したとき
に即時的に入力，そしてコーピング評価の
フィードバックを受けることが可能となっ
た。この作業を日常的に繰り返すことによ
って，自身の機能的コーピングの理解を促
進させることが可能となった。また，コー
ピング評価については認知行動理論に基づ
き，機能的コーピングを一義的に評価せず，
個人のストレス反応の変化から当該コーピ
ングを評価した。本研究では，コーピング
を評価した上で，機能的コーピングの出現
頻度を高め，非機能的コーピングの出現頻
度を低める教示をすることによって，個人
差に対応したストレスマネジメント介入が
実施できたと考えられる。  
2）ポジティブ心理学の立場に立った職場のメ
ンタルヘルス教育プログラム（山田冨美雄他） 
 2 ヶ月にわたる Blessing 課題の遂行は，
ストレッサーを低下させ，併せて主観的幸
福感を増す効果を示したが，統制群ではス
トレッサーとは無関係に幸福感は微増した。 
 フィリピン人看護師候補生が，来日後，
日本語研修を積み重ねるに従って幸福感が
増すことは，日本での就労を前に言語の習
得が重要なメンタルヘルス向上の役割を担
っていることを示唆する。 
 今回，英語版と日本語版からインドネシ
ア語に翻訳し，インドネシア人看護師候補
への適用も試みている。今後，標準化を進

め，次年度以降のメンタルヘルス研修にお
いて，他のストレス尺度とともに評価尺度
として導入することを予定している。 
 
2. メンタルヘルス・プロモーション・プログラムの
開発 
1）中学生における劇的日常体験とウェルビー
イングの関係（上地広昭他） 
中学生の劇的日常体験の頻度には性およ
び学年差が認められ，女子は男子よりも出
会い・成功体験が多く，3 年生は 2 年生よ
りも遂行体験が多いことが明らかになった。
また，中学生においては，多くの出会いや
成功を体験することで，ウェルビーイング
の向上を図ることができる可能性が示され
た。一般的に，失敗を体験することで，メ
ンタルヘルスが害され，ウェルビーイング
が低下すると思われたが，本研究では，そ
のような傾向は認められなかった。そのた
め，失敗を体験することを恐れる必要はな
く，いろいろなことに挑戦し，達成してい
くことがウェルビーイングの向上につなが
ると考えられる。  
2）就労者を対象としたメンタルヘルス・プロモ
ーションの試験的介入（島崎崇史他） 
 本研究では，メンタルヘルス・プロモー
ションに関する知識提供による肯定的な影
響について検討をおこなった。しかし，本
研究の対象者においては，メンタルヘル
ス・プロモーションの実践的な枠組みを示
したアクト・ビロング・コミット・メンタ
リィヘルシーキャンペーンの知見を適応し
た介入による肯定的な影響を確認できなか
った。その原因としては，本プログラムが
情報の提供者が対象者に対して一方通行型
に情報提供，すなわち対象者にとって受動
的な介入であり，対象者が能動的に自身の
メンタルヘルス・プロモーションに従事す
ることができなかった点も要因として挙げ
られる。プログラムの体裁・内容・配信方
法については，対象者の感想により改善点
が指摘されたため，情報提供の方法につい
てもさらなる検討が必要である。  
3）メンタルヘルス・プロモーションを目的とした
e ラーニング・プログラムの開発および評価:予
備研究（竹中晃二他） 
 eLP を通してメンタルヘルスに対する考
え方に変化があったと回答した者を対象に， 
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考え方の変化を尋ねたところ，いくつかの
意見が見られた。それらは，eLP を通して，
「メンタルヘルスが自身にとって身近な問
題であること」，および「身の周りの小さ
なことから変化させていくスモールチェン
ジ活動が重要であること」などの認識であ
った。eLP の受講によってメンタルヘルス問
題に対する認識が変化し，「予防行動に関
する認識が変化した」，および「メンタヘル
ス問題の危険性を理解することができた」
といった回答が得られた。最も多かった回
答は， 「スモールチェンジの重要性を理解
した」ということであり，eLP の受講を通
して， 対象者が行動を実践する重要性の意
識が高まった。   
 MHP 行動の実施による変化としては，
心理・社会的変化，予防行動の実践，日常
生活の改善であった。最も多く寄せられた
回答は「リフレッシュすることができた」
という気分の改善であり， つぎに多かった
回答は「空いた時間を有効に活用するよう
になった」という時間管理の変化であった。
これらの結果は，対象者が eLP 内の行動計
画表を通して時間管理をおこなえ，そのた
めに自身の生活リズムや生活習慣に目を向
ける機会が持てるようになったこと，また
時間管理することに意識が変化したことに
よって自身で決めた行動を適切に実施でき，
その結果，気分が改善したと考えられる。  
4）予防教育プログラムの評価（島津明人他） 
 本分担研究では，職域における個人向け
メンタルヘルス・プロモーションに関して，
文献レビューをもとに，予防教育プログラ
ムの効果評価に適切と考えられる指標を検
討 し た 。 本 分 担 研 究 で 参 照 し た
Rodríguez-Carvajal et.al（2010）では，
レビューされた研究の多くが観察研究であ
り，介入研究は数が限定されていた。  
 レビューの結果，アウトカムに相当する
指標として，主にワーク・エンゲイジメン
トとフローが取り上げられていることが示
された。いずれの変数も，職域におけるメ
ンタルヘルス・プロモーションの効果評価
指標として概念的には適切と考えられるも
のの，測定に関しては，質問紙による評価
方法が確立しているワーク・エンゲイジメ
ントが，より望ましいと考えられる。  
 他方，ワーク・エンゲイジメントやフロ

ーなどのポジティブなアウトカムを高める
指標としては，心理的資本，心理的柔軟性，
自己制御プロセス，ポジティブな帰属スタ
イル，感情的知性，コアセルフ評価などが
取り上げられていた。これらの概念は，い
ずれもポジティブ心理学で扱われている個
人資源（内的資源，心理的資源）に関する
概念であり，これらの資源を充実させるこ
とが，労働者の良好なアウトカムにつなが
ることが期待される。  
 
Ｅ. 結論 
 2016 年度の研究は，大きく，1）ストレ
スマネジメント教育に関する研究，および
2）メンタルヘルス・プロモーションに関す
る研究，の 2 点に分けて，成果を報告した。 
 
1）ストレスマネジメント教育に関する研究 
⑴認知行動療 法を用いたストレスマネジメント
教育プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他） 
①児童集団に対するストレスマネジメントのア
セスメントと実践 
②大学新入生を対象としたストレスマネジメン
トスキル向上を意図した授業実践 
③成人に対するストレスマネジメントの課題と
可能性 
④ICT を用いた個別化ストレスマネジメントに
関する研究） 
⑵ポジティブ心理学の立場 に立った職場 のメ
ンタルヘルス教育プログラム（山田冨美雄他） 
 上記，ストレスマネジメントに関する研
究においては，マインドフルネスに関する
レビュー研究から評価内容の提言が行われ，
つづいて高校から大学への移行期間に生ず
るストレスの対処に注目した教育プログラ
ムの内容が示された。つづいて，成人を対
象とするストレス内容の評価研究がおこな
われ，職種や業務内容によって負担感が異
なるために，それぞれに適合した対処法の
提示が求められることを示した。また，主
に睡眠に特化したスマートフォン利用の認
知行動療法型ストレスマネジメント教育プ
ログラムの開発がプロトタイプとして示さ
れた。最後に，インドネシア人介護職への
ポジティブ心理学を使用した介入内容が示
された。 
 以上の研究を通して，対象者の特徴に特
化したプログラムが求められることが分か
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った。今後は，汎用型とは別に，対象者の
特徴に合わせた具体的なプログラム開発に
導かれる。 
 
2）メンタルヘルス・プロモーションに関する研究 
⑴中 学生における劇的日常 体験とウェルビー
イングの関係（上地広昭他） 
⑵就 労者を対象にしたメンタルヘルス・プロモ
ーションの試験的介入（島崎崇史他） 
⑶メンタルヘルス・プロモーションを目的とした
e ラーニング・プログラムの開発および評価：予
備研究（竹中晃二他） 
⑷予防 教育プログラムの評価（島津明人他） 
 上記では，よいメンタルヘルスを積極的
に作り出す方法や行動推奨をおこなうプロ
グラム開発の可能性が示された。中学生を
対象とする劇的日常体験とウェルビーイン
グの関係を調べた研究では，劇的日常体験
をさせることでウェルビーイングの向上に
役立つことが示され，介入方略としては，
劇的日常体験をどのように無理なく経験さ
せるのかが今後の課題となる。つぎに，メ
ンタルヘルスをよい状態に保つために奨励
される行動は，単に知識の提供だけでは効
果が薄いことがわかり，e ラーニングの適
用も含めて，体験型の介入が必要なことが
わかった。その点では，e ラーニング・プ
ログラム内に行動計画表を設け，自身の行
動を継続して，そのメンタルヘルスへの変
化を自覚させた研究は，学生を対象にして
はいるが，有益な示唆を得るものであった。
最後に，予防教育における評価内容につい
てのレビュー研究から，何を予防とするの
か，みなすのかが確認できたように思う。 
 
 以上，2 研究テーマ，9 研究をもとにし
て次年度では，対象者の人数を増加させ，
また対象者の特徴に適合したプログラムの
実践をおこなうつもりである。  
 
F. 健康危機情報 
 該当せず。 
 
G. 研究発表 
１．論文発表 
河村直彦・本田祐一郎・上地広昭   (2017). 
大学生における身体活動促進メッセー
ジについて．山口大学教育学部『研究論

叢』，66, 21-27. 
本田祐一郎・河村直彦・上地広昭 (2017).  
青少年サッカー選手における達成目標
が心理・行動的側面に及ぼす影響．山口
大学教育学部『研究論叢』，66, 28-37. 
島津明人  (2016). ワーク・エンゲイジメン
トと仕事の要求度－資源モデル：健康増
進と生産性向上の両立に向けて . 産業
ストレス研究 , 23,181-186. 
島津明人・Goering, D. (2016).  仕事の
要求度―資源モデルとワーク・エンゲイ
ジメント . ストレス科学 , 31, 21-28. 

Shimazu, A. & Goering, D. (in press). 
Participatory approach towards a 
healthy workplace in Japan. In: C. L. 
Cooper & M. P. Leiter (Eds.) 
Companion to well-being at work. 
Routledge. 

Shimazu, A., Matsudaira, K., de Jonge, 
J., Tosaka, N., & Takahashi, M. (2016). 
Psychological detachment from work 
during nonwork time: Linear or 
curvilinear relations with mental 
health and work engagement. 
Industrial Health, 54, 282-292. 
土屋さとみ・小関俊祐（印刷中）. 学校に
おける集団マインドフルネスの有効性
と効果指標の検討 桜美林大学心理学
研究，７巻掲載予定 . 

竹中晃二（編著）（印刷中）．シリーズ「心
理学と仕事」第 12 巻「健康心理学」，
北大路書房。  

Shimazaki, T., Maeba, K., & Takenaka, K. (in 
press). Assessment of citywide health 
promotion campaign using cross 
sectional study method: A case report 
from Japanese suburb community, SAGE 
Research Methods Case Health. 

Iio, M., Hamaguchi, M., Narita, M., Takenaka, 
K., & Ohya, Y. (2017). Tailored 
Education to Increase Self-Efficacy for 
Caregivers of Children With Asthma : A 
Randomized Controlled Trial. Computer  
Informatics Nursing, 35, 36-44. 

竹中晃二・島崎崇史（早稲田大学応用健康
科学研究室）（2016）．メンタルヘルス
問題の予防活動：こころの ABC 活動，
株式会社サンライフ企画  
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竹中晃二（2016）．体育授業や課外活動で行
える “ストレスマネジメント教育 ” 特
集 被災地の子どもの支援に学校体
育ができること，体育科教育， 54, 
16-19 . 

Shimazaki, T., Iio, M., Lee, Y. H., Suzuki, A., 
Konuma, K., Teshima, Y., & Takenaka, K. 
(2016). Construction of a Short form of 
the Healthy Eating Behavior Inventory 
for the Japanese Population. Obesity 
Research & Clinica l Practice, 10S, 
S96-S102. 

小沼佳代・島崎崇史・高山侑子・竹中晃二
（2016）．在宅脳卒中者の活動性が生
活の質に影響を与えるプロセス，理学
療法科学，31(2)，247-251．  

小沼佳代・島崎崇史・高山侑子・竹中晃二
（2016）．在宅脳卒中者の活動性にあ
わせた推奨活動の検討，理学療法科学，
31，521-525.  

 
2.  学会発表 
石井  美穂・嶋田  洋徳（2016）．中高生に
おけるアセスメントの観点 会員企画
シンポジウム「集団に対するストレス
マネジメントのアセスメントと実践」 
日本健康心理学会第 29 回大会発表論
文集 14-15. 

伊藤  拓（2016）．大学新入生を対象とした
ストレスマネジメントスキル向上を意
図した授業実践 会員企画シンポジウ
ム「集団に対するストレスマネジメン
トのアセスメントと実践」 日本健康
心理学会第 29 回大会発表論文集，
14-15. 

小関  俊祐（2016） . 児童領域におけるア
セスメントと実践 会員企画シンポジ
ウム「集団に対するストレスマネジメ
ントのアセスメントと実践」 日本健
康心理学会第 29 回大会，14-15. 2. 学
会発表  

島津明人  (2016). シンポジウム「ポジティ
ブ・メンタルヘルス：いきいき働く職場
づくりの最新エビデンス」健康でいきい
きと働くために：ワーク・エンゲイジメ
ントに注目した組織と個人の活性化 . 
第 20回日本看護管理学会学術集会 , 126. 
2016 年 8 月 20 日 , パシフィコ横浜 , 横

浜市 . 
島津明人  (2016). シンポジウム「ポジティ
ブ心理要因と健康：職域・地域のポジテ
ィブ資源 /ポジティブ心理学介入の可能
性」職場のポジティブ心理要因と健康：
ワーク・エンゲイジメントに注目して . 
第 75 回日本公衆衛生学会総会 . 2016 年
10 月 27 日 , グランフロント大阪 , 大阪
市 . 
島津明人  (2016). シンポジウム「職場のメ
ンタルヘルス対策：これまでとこれか
ら」 ,メンタルヘルスが壊れる前に適切
に予防を行う：健康心理学の予防的知見
を現場に . 第 29 回日本健康心理学会 , 
2016 年 11 月 20 日 , 岡山大学 , 岡山市 . 
島津明人 . (2016). シンポジウム「健康経営
と産業ストレス」健康の増進と生産性向
上の両立に向けて：ワーク・エンゲイジ
メントに注目した組織と個人の活性化 . 
2016年 11月 26日 , 第 24回日本産業ス
トレス学会  

Takenaka, K. (2016). Health Psychological 
Contribution as Preventive Measures to 
the Real World: Health Branding. Special 
Symposium ”The Next Move for Health 
Psychology: What Theory can Drive our 
Power into Practice?” The 6th Asian 
Congress of Health Psychology, July 23, 
Pacifico Yokohama, Yokohama. 

Takenaka, K. (2016). Health Behavior Change 
Approach in Asia. Symposium  The 6th 
Asian Congress of Health Psychology, 
July 23, Pacifico Yokohama, Yokohama. 

Takenaka, K. (2016). Development of the 
Expert System aimed at the Healthy 
Behavior Change for School Children. 
31st International Congress of 
Psychology, July 24-29, Pacifico 
Yokohama, Yokohama. 

竹中晃二（2016） . シンポジウム「メンタ
ルヘルス・プロモーション：こころの
ABC 活動」, メンタルヘルスが壊れる
前に適切に予防をおこなう：健康心理
学の予防的知見を現場に . 第 29 回日
本健康心理学会大会，2016 年 11 月 20
日，岡山大学 , 岡山市 . 

竹中晃二・島崎崇史・小沼佳代  (2016). 「健
康行動変容を意図した児童版エキスパ
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1）ストレスマネジメント教育 
に関する研究  

2）メンタルヘルス・プロモーション 
に関する研究  

文献探索および横断的研究 
児童⑴① ，大学新入生⑴② ， 
成人医療職⑴③   

プログラム開発 
ICT認知行動療法プログラム④  
ポジティブ心理学適用プログラム⑵  

横断的研究 
中学生⑴ 

プログラム開発 
知識提供型プログラム⑵ 
Eラーニング・プログラム⑶ 

予防教育プログラムの評価⑷ 

メンタルヘルス問題を予防する教育・普及プログラムの開発及び評価   
メ 
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
問
題
の
予
防

1）ストレスマネジメント教育に関する研究 
⑴認知行動療法を用いたストレスマネジメント教育プログラムの開発・評価（嶋田洋徳他） 
　　①児童集団に対するストレスマネジメントのアセスメントと実践 
　　②大学新入生を対象としたストレスマネジメントスキル向上を意図した授業実践 
　　③成人に対するストレスマネジメントの課題と可能性 
　　④ICTを用いた個別化ストレスマネジメントに関する研究） 
⑵ポジティブ心理学の立場に立った職場のメンタルヘルス教育プログラム（山田冨美雄他） 
 
2）メンタルヘルス・プロモーションに関する研究 
⑴中学生における劇的日常体験とウェルビーイングの関係（上地広昭他） 
⑵就労者を対象にしたメンタルヘルス・プロモーションの試験的介入（島崎崇史他） 
⑶メンタルヘルス・プロモーションを目的としたeラーニング・プログラムの開発および評価：予備研究（竹中晃二他） 
⑷予防教育プログラムの評価（島津明人他）  

図　研究の概念図と分担計画  

ートシステムの開発」  第 29 回日本健
康心理学会大会，2016 年 11 月 20 日，
岡山大学 , 岡山市 . 

山田冨美雄（2016） . シンポジウム「メン
タルヘルス・プロモーション：こころ
の ABC 活動」, メンタルヘルスが壊れ
る前に適切に予防をおこなう：健康心
理学の予防的知見を現場に . 第 29 回
日本健康心理学会大会，2016 年 11 月
20 日，岡山大学 , 岡山市 . 

山蔦  圭輔（2016）．成人に対するストレス
マネジメントの課題と可能性  会員
企画シンポジウム「集団に対するスト
レスマネジメントのアセスメントと実
践」 日本健康心理学会第 29 回大会発
表論文集，14-15. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H. 知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 
 該当せず。 
2. 実用新案登録 
 該当せず。 
3. その他 
 該当せず。 



厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

 

分担研究報告書 

認知行動療法を用いたストレスマネジメント教育プログラムの開発・評価  

 

研究分担者  

         嶋田  洋徳（早稲田大学人間科学学術院・教授）  

 

研究協力者  

         小関  俊祐（桜美林大学心理・教育学系・講師）  

         伊藤   拓（明治学院大学心理学部・教授）  

         山蔦  圭輔（順天堂大学スポーツ健康科学部・准教授）  

         石井  美穂（早稲田大学大学院人間科学研究科・修士課程）  

 

研究要旨  

ストレスマネジメントとは，主に心理的ストレスに関する正しい理解を促す心理教育や，

心理的ストレスへの対処方略の獲得や拡充をねらいとした介入を行うことによって，心理

的ストレスとのつき合い方を習得する手続きの総称として用いられることが多い（竹中，

1997）。ストレスマネジメントには，一般的に，呼吸法や自律訓練法などの生理的技法，

認知再構成法（認知的再体制化）などの認知的技法，社会的スキル訓練などの行動的技法

などが含まれている（金，2011）。  

 ストレスマネジメントの実践報告は，教育領域，職域領域，地域においていずれも増加

しており，ストレスマネジメントのストレス低減効果は，揺るぎのないものになっている

と考えられる。しかしながら，ストレスマネジメントの有効性の担保とさらなる普及を目

指すためには，①ストレスマネジメントによって習得したスキルの日常生活への定着や，

②対象者のさまざまな個人差変数の対応，③実践を提供する実施者の養成，④ストレスマ

ネジメントの有効性についてのより適切な評価（何をもって「予防」したとしているのか）

など，いくつかの課題も残されている。  

 そこで本報告では，集団を対象としたストレスマネジメントの実践について展望すると

ともに，ストレスマネジメントの発展に向けた対応の観点について検討を行った。  

 

児童集団に対するストレスマネジメントの

アセスメントと実践 

Ａ．研究目的 

これまで，小中学生のさまざまな不適応や

心身症状について，心理的ストレスの観点か

ら多くの研究が行われており，児童生徒の心

理的ストレスの特徴が明らかにされてきた

（三浦・上里，2003）。このような心理的な

問題に対して，下田（2012）は，小中学生の

ストレスの緩和や自己コントロール力の育成

を目的に，予防的心理教育としてストレスマ

ネジメント教育やソーシャルスキルトレーニ

ングを行うことの重要性を示している。その

具体的な方略として，認知行動療法に基づく

ストレスマネジメントが実践され，有効性が

報告されている（三浦・上里，2003 など）。 

このようなストレスマネジメントにおける

研究のなかでも，近年，マインドフルネスを
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手続きとした研究の効果が注目されている

（池埜，2014）。マインドフルネスとは，自

分の呼吸や身体に意識を向け，その状態や自

分の特徴を感じ，「今ここ」に注意を集中する

心理療法である（Kabat-Zinn，1990）。しか

しながら，マインドフルネスに関する研究が

多くなされているなかで，マインドフルネス

の評価については依然として課題となってお

り，このことが，特に小学生を対象とした集

団ストレスマネジメントにおける，マインド

フルネスの活用を阻害していると考えられる。 

 そこで本研究では，小学生を対象とした研

究に限定せずに，広く集団介入を整理するこ

とによって小学生を対象とした場合の有効な

要素や課題の抽出を行う。具体的には，児童，

生徒，学生を対象として，マインドフルネス

ストレス低減法の手続きを用いている介入研

究を抽出し，その効果測定に使用されている

指標について検討するとともに，マインドフ

ルネスストレス低減法の有効性について検討

する。  

 

Ｂ．研究方法 

 本研究では，マインドフルネスの介入を行

った研究のレビューを作成し，心理療法の効

果研究の一資料とするため，以下の方法で検

索した。まず，Google Scholar および CiNii

を用いて，2016 年６月に「マインドフルネス」

「介入」「ストレス」をキーワードとして，検

索を行った。次に，重複した論文を除外し，

タイトルや抄録からスクリーニングを行った。

その際の条件は，①対象者が児童，生徒，学

生であること，②他のリラクセーション法や

文化的瞑想法を除外し，マインドフルネスス

トレス低減法の介入であること，③ストレス

マネジメントに関連することである。その後，

フルテキストで適格性を評価した。 

 なお，本研究は，文献研究のため，データ

取得に伴う研究倫理審査対象に該当しない。 

 

Ｃ．研究結果 

 論文検索の結果，藤田ら（2013），平野・

湯川（2013），今井・古橋（2011），笠置（2010），

勝倉ら（2009），前川（2014），田中ら（2010），

吉田（2014）の８本の論文が抽出された。こ

れらの論文は，すべてマインドフルネスを介

入手続きとして用いている研究である。分析

対象となった論文は，統制群や他の介入方法

を設定して２群以上の比較を分析した研究が

５本，抽出した対象者にのみマインドフルネ

スの介入を行った研究が３本であった。また，

介入方法には，呼吸法，食べる瞑想，静座瞑

想法，ボディスキャンが用いられており，ヨ

ーガ瞑想法，歩行瞑想法の介入を行っている

研究はなかった。分析対象となった論文のう

ち，効果測定の指標は，感情，認知，注意等

を測定する尺度が使用されているという特徴

があった。  

 ８本の抽出された論文のうち，抑うつや心

理的ストレス反応などの従属変数の機能的変

容が確認された論文は，質問紙による効果測

定を行っていない笠置（2010）以外の７本で

あった。ただし，今井・古橋（2011）は統制

群においても心理的ストレス反応得点が減少

しており，マインドフルネスの効果として結

論づけることができないという問題がある。

また，藤田ら（2013）は得点の変化量からの

有効性については言及されているものの，効

果の統計的検討は行われていないという限界

もあった。  

 一方，マインドフルネスを用いた介入の際

の，操作変数を測定している研究は，勝倉ら

（2009），田中ら（2010），今井・古橋（2011），

平野・湯川（2013），吉田（2014）にとどま

っていた。  

 

Ｄ．考察  

本研究の目的は，マインドフルネスを用い

た介入手続きとその効果を測定している指標

について整理することによって，効果測定に
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使用されている指標について検討するととも

に，マインドフルネスストレス低減法の有効

性について検討することであった。 

論文検索の結果，８本の論文が抽出され，

マインドフルネスの介入方法，手続き，測定

した指標，結果および研究上の課題が確認さ

れた。本研究によって抽出されたマインドフ

ルネスを用いた介入方法と，その有効性を評

価する指標との関連を整理すると，マインド

フルネス状態を測定する明確な測度が確立し

ていないことが明らかになった。これは，マ

インドフルネス自体が，瞑想や呼吸法，ボデ

ィスキャンなどの複数の手続きを組み合わせ

て実施されているために，一つの測度では介

入において操作している変数を十分に測定し

きれないためであると考えられる。そのよう

に考えると，たとえばボディスキャンを用い

て介入を行う際には，田中ら（2010）のよう

に，「認知的統制尺度（杉浦，2007）」や「注

意傾向尺度（篠原ら，2002）」などを用いて，

ボディスキャンの有効性を評価する必要があ

る。このように，介入手続きと測定尺度を一

致させ，介入における操作変数を明確にした

うえで効果を検証することが重要である。 

 マインドフルネスを用いた心理的介入の有

効性として，本研究の対象となった８本の論

文の従属変数としては，抑うつ，心配，体調

不良，友人関係，心理的ストレス反応，怒り，

ADHD 症状，幸福感など，多岐に渡っていた。

マインドフルネスの適用の範囲が広がること

自体は非常に望ましい発展であると考えられ

る。しかしながら，明確な操作変数の設定が

ないままに，あるいは操作変数と従属変数の

関連が検討されないままに，介入手続きのみ

が先行し，介入手続きの作用機序に関する議

論がなされない事態は，マインドフルネスの

有効性を実証する上での障壁になっている。

適切な調査研究を蓄積することによって，マ

インドフルネスを用いた心理的介入がなぜ，

有効なのかについての吟味を行っていくこと

が重要であると考えられる。  

 

Ｅ．結論  

本研究は，近年急速に認知行動療法の領域で

広まったマインドフルネスという考え方に基

づくストレスマネジメントの有効性とその効

果測定の指標について整理を行ったという点

で意義がある。介入手続きと介入指標の妥当

性を担保し，介入指標を設定し，介入効果を

検証することが，マインドフルネスに基づく

ストレスマネジメントに限らず，心理療法全

般において必要不可欠なものとしてとらえら

れつつある。そのような現状の中で，介入手

続きのみに着目するのではなく，介入によっ

て操作する変数に焦点をあてることは，介入

の実証性，再現性，客観性を担保する上で，

非常に重要な観点であるといえる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当せず。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  
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大学新入生を対象としたストレスマネジメ

ントスキル向上を意図した授業実践 

A．研究目的 

 高校から大学という新しい環境へと移行す

るため，大学新入生には社会面と学習面の適

応に十分で継続的なサポートが必要だと考え

られている（Mutch，2005）。また，悩みの

ある大学新入生は増加傾向にある（小塩・桐

山・願興寺，2006）。以上のことから，大学

新入生の精神的健康を維持するために，スト

レスマネジメントスキルの心理教育を行うこ

とが重要だと考えられる。 

大学生を対象としたストレスマネジメント

教育には効果があることが示されている（例

えば，堀・島津，2007；及川・坂本，2007）。

堀・島津(2007）では，ストレスの基礎知識，
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ケース：同級生が挨拶を返してくれず落ち込むAさん
大学1年生のAさんがキャンパスの中を歩いていると，同じ
サークルの1年生Bさんが歩いていました。3ｍ位離れたとこ
ろから，Bさんに「おはよう」と挨拶をしましたが，Bさんは返事
をせずにそのまま通り過ぎてしまいました。

Aさんの頭には「自分のこと嫌ってる？無視された？私が
何か悪いことをしたから？」などという考えが浮かびました。
そう考えると，憂うつな気分になり，今日のサークルも休みた
くなってしまいました。「大学生活は真っ暗だ」という考えも浮
かびました。。。

Q1: Aさんが考えたこと以外に，どのような考え方ができるで
しょうか？（より落ち込みにつながりにくい考えを）

Q2： この状況を脱すために，Aさんはどのようなことをしたら
良いと思いますか？

問題解決スキルの習得を目指した教育を大学

生に実施した。その結果，短期的にはストレ

スに関する知識や問題解決への自信が向上し，

ストレス反応が低減することが示された。 

 現代の青年は友人関係に不安を感じている

ことが示されている（例えば，榎本，1999）。

また大学新入生には，友達ができるかどうか

の不安，初対面の人と話すことへの不安，授

業でのグループワーク（以下，GW とする）

への不安など，様々な対人関係のストレスが

あると考えられる。そのため，大学新入生を

対象としたストレスマネジメント教育には，

友人関係を含む対人関係面のストレスマネジ

メントを取り入れことが重要だと考えられる。 

 本研究では，大学新入生を対象とした講義

で行われたストレスマネジメントの心理教育

について，特に対人関係場面でのストレスマ

ネジメントスキルの向上に結びつくような工

夫を中心に報告することを目的とする。 

 

B．方法 

 本講義「心の健康」は首都圏の私立大学で

行われている新入生対象の必修授業であり，

1 回 90 分の授業 15 回からなる。授業では，

認知行動療法やポジティブ心理学の知見を元

に，不安，抑うつなどの発生メカニズムと予

防方法，ストレスへの対処法等を教授し，大

学生の精神的健康の保持・増進をはかること

を目指している。授業では，対人関係でのス

トレスマネジメントスキルの向上につながる

ように，以下のような工夫を行っている。 

 なお，本研究は，授業内容について検討し

た授業実践の報告であり，受講者からのデー

タはとっておらず，また受講者の個人情報は

記載されていない。そのため，データ収集に

伴う研究倫理審査対象に該当しない。 

 

C．D．結果・考察 

 ストレスマネジメントに関する心理教育と

して，認知再構成法，不安の回避による不安

増強のメカニズム，不安への段階的曝露によ

る不安の減少など，認知行動療法の技法を取

り上げている。その際，スキル向上につなが

るように，以下のようなアクティブラーニン

グの手法を取り入れている。 

まず，授業で得た知識を受講生自身が活用

し考えるワークを行う。例えば，「考え」が気

分に影響を及ぼすという心理学的モデルを説

明し，考える内容のレパートリーを紹介した

後に，Figure 1 のような大学生に身近なスト

レス場面を取り上げて，落ち込みにくい考え

を受講生に考えてもらう。このような課題を

毎回の授業で行い，考える力を少しずつ高め

ることに取り組んでいる。  

 次に，図 1 のような課題に対して受講生が

考えたことを 4～5名で共有する GWを行う。

図 1のような場面で「自分は嫌われている？」

という考えが浮かぶ学生は多くいるが，それ

を他者に言わず，「自分は嫌われているんだ」

などと否定的に考えていることがしばしばあ

る。そこで，このような考えが浮かぶことは

青年期にはよくあることなので授業で取り上

げると説明してからシェアをしてもらう。す

ると，「私もそのように考えることがある」と

発言する学生が出て，自分だけが特殊なので

なく，他の人と同じなのだと安心する。 

 

Figure 1 受講生が考える課題の例 

 

また GW によって，自分以外の人の考えを
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聞くことによって，自分が考えたことのない，

様々な考え方のレパートリーに触れることに

なる。GW を毎回の授業で行うことで，少し

ずつレパートリーが増えていくことが期待で

きる。  

さらに，学んだことを生活に活かすことを

目指したワークを行う。例えば，幸せの向上

をテーマにした回では，感謝が幸福感の向上

に与える影響に関する研究を紹介した後に，

Emmons & McCullough (2003)で用いられた

ワーク（Figure 2）を行う。ワークで感謝し

ていることを書き出すことによって実際に気

分が良好になる経験をする学生が多く出る。

心理教育の成果を実際に経験してもらうこと

で，日常生活への広がりの促進を試みている。

そして，図 2 のようなワークをやって気づい

たこと，考えたことなどを GW によってシェ

アしている。 

 

Figure 2 感謝の効果を体験するワーク 

 

 初対面の人と話すことや，GW をすること

に不安を感じたりする学生が多くいるが，そ

の不安の中核には，社会不安障害の診断基準

（American Psychiatric Association, 2013)

にあるように，自分が話すことによって，他

者から否定的評価を受けることへの恐れがあ

ると考えられる。そこで GW をする学生が他

者からの否定的評価を受けないように，否定

的評価を受けたと考えさせる状況が生じにく

いように，そして GW が学生にとってポジテ

ィブな経験となるように，様々な工夫をして

いる。 

まず，GW 時の話の聴き方をレクチャーす

る。具体的には，話している人の方に体と顔

を向け傾ける，適度に頷きながら聞く，適切

なときにほほえむ，相手の話す内容に応じて

表情を変化させる，否定せず相手の視点の理

解を目指すなど，カウンセリングの傾聴技法

（De Jong & Berg, 2013）をレクチャーし，

その実践を求める。話す人が話しやすいよう

に，他のメンバーが傾聴することが重要なの

だと繰り返し伝える。 

 次に，GW の手順を構造化している。具体

的には，話し手は(1)挨拶をする，(2)名前を名

乗る，(3)回答内容を発表する，(4)発表が終わ

ったら「以上です」と言うなどを決めている。

図 1 のような課題では，考えをまとめ紙に書

く時間を確保し，（3）の発表では書いた内容

を読めばいいことにする。発表内容が決まっ

ていて文字化されていると，GW がより安心

できるものになる。発表後には，聞き手は必

ず (5)「温かい拍手」をする。自分の発表後，

誰からの反応もないのは学生にとってとても

怖いものだと考えられる。そのようなネガテ

ィブな経験をすると，その後 GW を回避した

くなるだろう。そこで，発表後に「温かい拍

手」をもらえることが重要なのである。 

 GW 導入前には，最初は不安でも慣れが生

じ，楽しさを感じられるようになることを説

明する。慣れの説明は，不安のマネジメント

に関する心理教育の授業の回で詳しく行う。

具体的には，不安を回避すると不安が持続す

るが，不安に直面（暴露）し続け不安を感じ

るのをそのままにしておくと（「暴露反応妨害

法」と言う）と不安の程度が下がることを，

伊藤 (2008)をもとに説明する。そして，GW

を繰り返すと不安が下がっていくことを，授

業を通して体験してもらう。 

その際，最初から強い不安に暴露させると，

GW を回避するために授業を欠席する学生が

１．あなたは今，どのような気分でしょうか？
思いつくままに書いてみてください。

２．以下の文章を読み，感謝できる（している）ことを
書き出してみてください。

「私たちの生活には，私達が感謝することができ
る多くのこと（小さいこと，大きいことの両方で）が
あります。この1週間を思い出し，生活において，
あなたが感謝できる（している）こと，有り難く思っ
ていることを5つ，下の欄に書き出してください」
３．今，どのような気分でしょうか？思いつくままに
書いてみてください。

４．この課題をやって，気付いたこと，感じたこと，
考えたことを書きだしてください。
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増える可能性がある。そこで，開始当初の

GW の内容は不安度が低いものとし，徐々に

不安度を上げていく（「段階的暴露」と言う）。

また，シェアする相手も開始当初は，近くに

座っている顔見知りの学生同士という不安度

の低いものとする。これを続け不安が下がっ

てくるのを待ち，後半はくじで席を決め，た

またま近くに座った学生同士で GW を行う。

繰り返すうちに，初対面の学生との GW への

ストレス軽減を学生は実感していく。 

 

E．結論 

 今後の課題として，アセスメントとフォロ

ーアップの実施，スキル定着のためのさらな

るホームワークの実施，授業を発展させた心

理教育プログラムの学生相談機関等での実施

などが挙げられる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

該当せず。  

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし。  

2.  学会発表 

伊藤  拓（2016）．大学新入生を対象としたス

トレスマネジメントスキル向上を意図し

た授業実践 会員企画シンポジウム「集

団に対するストレスマネジメントのアセ

スメントと実践」 日本健康心理学会第

29 回大会発表論文集，14-15. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

  該当せず。 
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成人に対するストレスマネジメントの課題

と可能性 

A．研究目的 

 2015 年 12 月より労働者 50 名以上の組織

に義務化されたストレスチェック制度（厚生

労働省，2015）が実施されるなど，労働者の

ストレスを把握し，軽減させるための取り組

みを積極的に実施することが急務となってい
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る。たとえば，労働者健康状況調査労働者（厚

生労働省，2012）の結果をみると“職場の人

間関係”が，仕事や職業生活に関する不安，

悩み，ストレスの要因の第一位として挙げら

れており，対人関係の問題に起因するストレ

スが，労働者が抱える各種問題の誘因となる

可能性も推測される。また，この調査は５年

毎に実施されており，2012 年以前の調査結果

をみても同様に，“職場の人間関係”が仕事や

職業生活に関する不安，悩み，ストレスの要

因の第一位として挙げされている。こうした

調査からも，労働者のストレスをターゲット

とした支援の実現を目指す時，職場集団にお

ける人間関係の問題（上司・同僚・部下など

との職業上の関係の問題）を考慮したストレ

スマネジメントを実現することが必要不可欠

といえる。 

 こうした中，特に，医療機関における労働

者の問題について焦点を絞ると，たとえば，

看護師の場合，離職率は，常勤場合で 10.8％，

新卒の場合で 7.5％であることが示され（日

本看護協会，2016），離職を防ぐ方策を講じ

ることが医療機関における大きな課題となっ

ている。 

さらに，看護師の離職理由についてみると，

“勤務時間の長さ・超過勤務の多さ”や“夜

勤負担の高さ”など物理的な労働環境（仕事

量）とあわせて，“上司との関係”や“同僚と

の関係”が上位に挙げられ，物理的な労働環

境を整備することとあわせて，心理的な環境

を十分に整備することが必要不可欠であると

いえる。また，こうした状況は，看護師に限

定されたものではなく，看護師以外の医療従

事者についても同様と考えることができる。

一方で，ひとことで医療従事者といっても，

多様な専門性を有する労働者が存在し，それ

らの専門性を考慮した検討を行うことは，具

体的なストレスマネジメントを実行する際に

欠かすことはできないだろう。  

 医療機関において，労働者の支援を実行す

る際，たとえば，労働衛生委員会などといっ

た委員会単位で活動することも多く，そこで

は，労働安全を守るための物理的環境整備（た

とえば，室温，光度などの点検），各種ハラス

メントの実態把握と対応，身体的健康の保持

増進（たとえば，健康診断の実施や結果管理）

や心理的健康の保持増進（たとえば，ストレ

スチェックの実施や研修の実施など）を目指

した活動が行われている。また，こうした委

員会には，医師や看護師，その他のメディカ

ルスタッフ，事務職員など，医療現場で働く

多様な労働者がメンバーとなり，各職域で生

じる問題に対処できるように議論が続けられ

ており，こうした議論の結果，明確化される

労働者の問題に対して，具体的な支援あるい

は問題が明確化する以前における予防を行う

ことも必要不可欠といえる。 

 冒頭の通り，2015 年 12 月より，ストレス

チェックが義務化され，労働者 50 名以上の

医療機関においてストレスチェックを実施す

ることが義務となっており。労働者のストレ

スに対する社会的関心も高まりを見せている。 

 ここでは，ストレスチェックが義務化され

る以前に実施した，関東近郊に所在する病院

（病床数 200 超）における調査研究結果をま

とめる。  

 調査対象病院職員のストレス状況を把握す

るとともに，高ストレスである場合にそれを

軽減させる方法を検討することを目的とした。

また，職員のストレス状況を把握するととも

に，医療現場に所属する職種別に比較を行い，

ストレスマネジメントの方法について考察す

ることを目的とした。 

 

B．方法 

 対象者 関東近県に所在する病院（回復

期・療養を専門とする病院）の職員 214 名（看

護師，介護福祉士，薬剤師，理学療法士，作

業療法士，言語聴覚士，管理栄養士，マッサ

ージ師，ケースワーカー，事務職員）を対象
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とし，調査を実施した。  

調査対象者に内，以下の３．調査項目への

記入漏れがなかった者，全 174 名（平均

36.71±10.29 歳）を対象に分析を行った。職

種における対象者数，平均年齢は Table 1 の

通りである。 

 なお，本研究を実施するにあたり，調査先

病院長からの許可を得た上で実施した。また，

調査対象者には，回答は任意であること，回

答することで不利益が生じることがないこと

などを十分に説明し，同意を得た上で実施し

た。  

 

Table 1 分析対象者の属性と人数・年齢 

職種 人数 年齢 

看護師 62 名 44.60±0.47 歳 

介護福祉士 29 名 38.34±8.27 歳 

理学療法士 43 名 29.93±5.56 歳 

作業療法士 27 名 30.78±7.79 歳 

言語聴覚士 13 名 30.15±7.55 歳 

 

 調査項目 性別，年齢，職種，勤続年数を

尋ねるとともに，職業性ストレス簡易チェッ

ク表（全 46 項目）を用いて調査を実施した。

本チェック表は，仕事のストレス要因として，

「仕事の量的負担」，「仕事の質的負担」，「身

体的負担」，「仕事のコントロール」，「対人関

係」，「職場環境」，「技能の活用」，「仕事の適

性」，「働き甲斐」の９種類を測定するととも

に，心身のストレス要因として，「活気」，「い

らいら感」，「疲労感」，「不安感」，「抑うつ感」

の５種類を測定することものである。 

 分析方法 まず，全５職種において，仕事

のストレス要因（９種類）ならびに心身のス

トレス要因（５種類）に相違が認められるか

否かを検討するため，職種を独立変数，心身

のストレス要因を従属変数とした一要因分散

分析を実施した。また，全分析対象者 174 名

の内，高ストレス者と判断できる者と高スト

レス者と判断できない者との間で，仕事のス

トレス要因（９種類）ならびに心身のストレ

ス要因（５種類）に相違が認められるか否か

を検討するため，高ストレス者およびそれ以

外の対象者を独立変数，仕事のストレス要因

ならびに心身のストレス要因を従属変数とし

た Mann–Whitney U 検定を実施した。 

 

C．結果 

 職種によるストレス要因の相違 分析の結

果，介護福祉士において，「仕事の量的負担」

および「仕事の質的負担」が他職種より低く，

「身体的負担」が他職種より高いことが認め

られた。また，「技能の活用」については，理

学療法士・作業療法士・言語聴覚士と比べ，

介護福祉士で高いことが認められた。加えて，

「働き甲斐」については，介護福祉士より，

看護師・理学療法士で高いことが認められた。

心身のストレス要因（５種類）については，

職種による相違は認められなかった（Table 

2）。  

 

 高ストレス者の特徴 次に，高ストレス者

（心身のストレス要因の素点合計点 77 点以

上の者）８名（平均 36.75±8.57 歳）とそれ以

外の者 166名平均 36.70±10.36歳）との間で，

特に仕事のストレス要因に相違が認められる

か否かを検討した。 

検討の結果，「職場環境」（Z=|4.12|, p=.00）

で高ストレス者の得点が有意に高いことが示

された（Figure 3）。また，「技術の活用」

（Z=|1.96|, p=.05）で高ストレス者の得点

が有意に高いことが示された（Figure 4）。 

 

D．考察  

本調査研究では，看護師・介護福祉士・理学

療法士・作業療法士・言語聴覚士という専門

性に基づき，それぞれのストレスについて分

析を行った。その結果，職種では，他職種と 
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Table 2 職種によるストレス要因の相違 

 

 

 

 
Figure 3 職場環境  

 

 

Figure 4 技術の活用  

 

比較して，介護福祉士では，身体的な負担は

高いものの，仕事の量的・質的な負担は低く，

技能を活用している認識が高いことが示され

た。  

介護福祉士の業務内容をみると，身体的な

負担が特に高く，また，業務を遂行するため

には技能が必要であるということは，現実に

即しているものといえるだろう。一方で，仕

事の量的・質的な負担が他職種と比較して低

いという結果については，今回調査対象とな

った医療機関に特有の雇用の形態や業務内容

を加味した考察を行う必要があり，一般化す

ることに慎重になる必要がある。今後は，対

象者数を増やした継続研究の必要がある。 

 また，介護福祉士と比較して，看護師・理

学療法士で働き甲斐を感じていることが示さ

れた。これも職場環境に応じて精査する必要

があるものの，働き甲斐を感じることができ

ることで，ワークキャリア発達や離職防止の

一助となることが期待できる。  

 一方，心身のストレス要因（５種類）につ

いては職種により相違は認められなかった。

今後，全国的な調査を実施し分析する必要が

あるが，特に心身のストレス要因の構成因子

が「活気」，「いらいら感」，「疲労感」，「不安

感」，「抑うつ感」であることを考えると，医

療機関においては，その専門性により，情動

面・身体面のストレス反応に相違はなく，特

にそれらが高い場合には，職場における集団

を対象とした情動面に対するストレスマネジ

メントが奏功する可能性が考えられる。 

 こうした中，高ストレス者とそれ以外とを

比較した結果，高ストレス者の場合，職場環

境を Negative に評価し，自身の専門性（技

術）を十分に活用できていないといった認識

をしている可能性が考えられる。職場の物理

的環境については，たとえば労働衛生委員会

で行う機関内巡視を通して改善を図る必要が

あるとともに，労働者個々人が望む改善点を

丁寧に聴きとることも必要不可欠である。ま
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た，自分の専門性（技術）を十分に活用でき

ていないという感覚は，たとえば，入職間も

ない新人の場合，プリセプターとの関係性の

悪化から，自身の役割の喪失や焦りなどが関

係している可能性も考えられ，今後検討を続

けていく必要があるだろう。  

 

E．結論 

 今回，特に医療従事者の職場におけるスト

レスの状況を確認した。これらの結果は，調

査対象となった労働者へ還元し，啓発あるい

は改善するための資源となることが望ましく，

こうした結果を用いた研修の機会を設けるこ 

とも，労働者のストレス軽減やストレスに付

随する各種問題を改善する一助となることが

期待できる。 

 また，その際，今回，Key Point として示

したように，情動的側面に関与するような集

団を対象としたストレスマネジメントを実行

することが必要とも考えられる。さらに，集

団を対象としたストレスマネジメントと並行

して，個別の心理面接を行い，集団と個人の

両者をケアする仕組みづくりを行うことも必

要不可欠である。ここでは，たとえば，臨床

心理をバックグラウンドとした専門家が各専

門職の“ハブ”として機能しながら，教育研

修・調査・個別の面接をバランス良く実施す

るようなシステム（山蔦，2014）などは望ま

しいものといえる。 

 現代的な課題である高ストレス状況を細か

く分析し，労働者が所属する機関にマッチし

た検討を行い，また，それに基づくシステム

づくりを実現しながら，現場にオーダーメイ

ドの関わりを持つことが望まれるだろう。 

 

Ｆ．健康危険情報 

該当せず。  

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし。  

2.  学会発表 

山蔦  圭輔（2016）．成人に対するストレスマ

ネジメントの課題と可能性  会員企画

シンポジウム「集団に対するストレスマ

ネジメントのアセスメントと実践」 日

本健康心理学会第 29 回大会発表論文集，

14-15. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

  該当せず。 
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くストレスチェック制度実施マニュアル

http://www.mhlw.go.jp/bunya/roud 

oukijun/anzeneisei12/pdf/150507-1.pdf 

厚生労働省（2013）.平成 25 年労働安全衛生

調 査 （ 実 態 調 査 ） http://www.mhlw. 

go.jp/toukei/list/h25-46-50.html 

日本看護協会（2016） .2015 年病院看護実態

調 査 結 果 速 報  http://www.nurse. 

or.jp/up_pdf/20160418114351_f.pdf 

山蔦圭輔編著（2014）．ひとりひとりと組織

をケアするシステムづくりナースのうつ

対策 月刊ナーシング，34（14），105-119 

 

ICT を用いた個別化ストレスマネジメントに

関する研究 

Ａ．研究目的 

 ストレスマネジメントは，個別の相談事例

として実施されることが多いが，誰しもがス

トレスを感じ，また誰しもが強いストレスに

曝されうるという理解から，一次予防として，

前述のような集団を対象としたストレスマネ

ジメントが主流になってきている（三浦・上

里，2003 など）。さらに，実施の主体者も，

大学などの研究機関だけではなく，学校や企

業，地域の自治体などが主導になって行われ

ることも増えてきている（百々・山田，2005
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など）。  

職域においてはメンタルヘルス対策として，

コーピングの拡充によってストレス耐性を高

めることを目的とした認知行動療法型ストレ

スマネジメント（Cognitive Behavior Stress 

Management；以下，CBSM）が実施されて

おり，一定の効果が示されている（たとえば，

河田・嶋田，2011）。一方で，CBSM は主に

研修形式で実施されることが多く，対象者自

身が自分のコーピングの有効性を分析する手

続き十分に用いることができないため，結果

的に不十分な効果になってしまい，結果的に

全体的な効果性が下がってしまっていること

が考えられる。そのため，CBSM においては，

個別化の精緻化を意図した手続きの工夫が必

要であることと考えられる。その具体的な工

夫策として，さまざまな情報を蓄積させ対象

者が望んだ情報を提供することが可能である

情 報 通 信 技 術 （ Information and 

Communication Technology; 以下，ICT）が

挙げられる。ICT を CBSM に活用すると，個

人のコーピングの有効性に関するデータをそ

の個人のデータベースとして蓄積させ，その

個人にとって，有効性の高いコーピングを自

動的にフィードバックさせることで個別化さ

れたストレスマネジメントの実施を可能にす

ると考えられる（Figure 5，6）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 5 ICT を活用したセルフモニタリン

グの工夫（有効なコーピングの場合） 

 

以上のように，ICT を取り入れることによっ

て，上司の悪口を言うという同一のコーピン

グに対しても，コーピング後の結果によって， 

 

Figure 6 ICT を活用したセルフモニタリン

グの工夫（有効でないコーピングの場合） 

 

Aさんと Bさんのコーピング評価のフィード

バックが異なり，個人差に対応することが可

能となる。  

他方，ストレスは，睡眠を中心とした生活

リズムの影響を受けやすく（岡島，2012），

ストレスと同時に「睡眠改善の介入」を実施

することによって，さらにストレス低減効果

が促進されることが示唆されている (Vargas 

et al., 2014)。以上のことから，セルフマネ

ジメント介入の効果を高めるためには，睡眠

リズムを整えることを基盤として，コーピン

グの拡充をねらいとした介入が有用であると

考えられる。そこで，本研究では，睡眠介入

を取り入れた CBSM アプリケーションを開

発することを目的とした。  

 

Ｂ．研究方法 

 ストレスマネジメントプログラムの内容は，

著者と臨床心理士３名で作成した。また，プ

ログラムの仕様や入力内容については臨床心

理士３名，臨床心理学を専攻している大学院

生３名と検討し，試作と修正を繰り返した。 

 なお，本研究は，早稲田大学「人を対象と

する研究に関する倫理審査委員会」の承認を

Bさん   

「上司の悪口をいう」は 
有効ではありません。 

過去に有効だったコーピングは 
「カフェに行く」です。   

端末にデータを蓄積   

次に上司に怒られ
たら，   

カフェに行って 
気分を変えよう。 

余計に 
落ち込んだ   

ICTを活用したセルフモニタリングの工夫 

上司の悪口を言う   

ICTを活用したセルフモニタリングの工夫 
Aさん   

気持ちを 
切り替えた   

「上司の悪口をいう」は 
有効なコーピングです。   

端末にデータを蓄積   
有効なら 
必要なときは 
これからも 
使っていこうかな   

上司の悪口を言う   
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得て実施された（承認番号：2016-134）。 

 

Ｃ．研究結果 

 プログラム内容 本プログラムは睡眠改善

を基盤とした上で，ストレスコーピングに介

入するという構造となっている。対象者の睡

眠改善行動と睡眠改善効果およびストレスコ

ーピングとストレス反応低減効果を記録する

ことによって個人にとって効果的な睡眠改善

行動，およびストレスコーピングの選択肢を

把握し，行動レパートリーを拡充することを

目的としたプログラムとなっている。 

 睡眠プログラム 複数の質問から睡眠の問

題についてアセスメントし，睡眠の問題があ

ると判断された対象者のみが CBSM プログ

ラムと同時に睡眠プログラムを実施する。具

体的には，「仕事がシフト制勤務か」，「日中の

眠気の有無」，「平日と休日の睡眠時間のズレ

の有無」，「入眠困難の有無」，「中途覚醒の有

無」，「中途覚醒後の入眠困難の有無」，「いび

きの有無」，「夕方以降に日中のパフォーマン

スが上がるか」である。対象者はプログラム

内で複数提案された睡眠改善を促す行動の中

から実行できそうな行動を選択，実行しなが

ら睡眠記録をつける（Figure 7）。睡眠記録の

データから睡眠が改善されているか，睡眠の

記録の変動を確認し，改善がみられないと他

の行動の実行を提案するプログラムとなって

いる。  

 また，これについては，毎日記録をつける

ことを継続させる意図を明確に持つために，

入力の簡略化をするよう意見が多くえられた。

これを踏まえ，睡眠記録においては，就床時

刻，入眠時刻，覚醒時刻，起床時刻の記録を

する際に，スライドバーによって感覚的に時

間を記録できるよう改善することとした。 

 ストレスマネジメントプログラム 対象者

はコーピングの効果を俯瞰的に理解するため

に，ストレス状況，その時実行したストレス

コーピング，当該コーピング実行時のストレ 

 

 

Figure 7 睡眠記録入力画面  

 

ス反応低減効果を記録することとした

（Figure 8，9）。プログラムではこれらの記

録を分析し，ストレッサーごとに本人にとっ

て有効なコーピングを自動的にフィードバッ

クすることによって，個人の生活環境に適合

した有効なコーピングを選択できるようにな

ることを当面のゴールとしている。 

 コーピング効果の評価ロジックとしては，

ユーザーが入力したコーピング前とコーピン

グ後のストレス値の差をストレス改善度とし

た。そして，ストレス改善度をストレス軽減

効果が高さによって○，△，×の３段階評定

とした。改善度の評価においては，×が改善

度マイナスとなったコーピング，△が改善度

が０点〜平均値＋1SD 未満，○が改善度が平

均値＋1SD 以上の得点を示したコーピング

とした。平均値や SD は，過去のコーピング

の全データを含めて計算したため，データを

積み重ねるごとにさらに精度が高まるロジッ

クとなった。また，評価別のコーピングのフ

ィードバックとしては，入力後，即時的にフ

ィードバックを行なうこととした。具体的な

フィードバックの内容としては，改善度が○

の場合は，当該コーピングを続けることを意
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図し，「有効な対処法でした。」とした。また，

改善度が△の場合は，他のコーピングに切り

替えることを意図し，「過去に有効だった対処

法は○○です。」と過去のコーピングデータベ

ースから有効なコーピングを教示した

（Figure 7）。そして改善度が×であった場合

は「過去に有効だった対処法は○○です。他

の対処法をみますか？」と教示され，過去の

有効なコーピングを教示すると同時に，神村

他（1995）に基づく実行していない他のコー

ピングの一覧を確認するというシステムとし

た。  

 また，睡眠改善プログラムと CBSM プログ

ラムとの関係性がユーザーに理解しがたいと

いう指摘を受けた。この指摘を踏まえ，スト

レスコーピングの入力の際に，効果が低いと

判断された場合に，「睡眠の問題が影響してい

るかもしれません。睡眠状況も確認しましょ

う。」という教示を入れることによって，睡眠

改善を基盤とした上でストレスコーピングに

介入するという構造となった。  

 以上の内容の改善点をもって個別化に対応

したプログラムの作成ができたと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 8 ストレッサー入力画面  

 

Ｄ．考察  

 本研究は，睡眠介入を取り入れた CBSM ア 

 

Figure 9 コーピング評価のフィードバック

画面  

 

プリケーションを開発することを目的とした。

睡眠やストレス場面は毎日の生活と密接に関

係しており，睡眠改善行動やストレスコーピ

ングの機能を俯瞰的に理解させるために，常 

に持ち歩けるスマートフォンアプリケーショ

ンとして提供した。そのために，ストレス場

面に遭遇したときに即時的に入力，そしてコ

ーピング評価のフィードバックを受けること

を可能とした。これを日常的に繰り返すこと

によって，自身の機能的コーピングの理解を

促進させることが可能となったと考えられる。

また，コーピング評価については認知行動理

論に基づき，機能的コーピングを一義的に評

価せず，個人のストレス反応の変化から当該

コーピングを評価した。そして，コーピング

を評価した上で，機能的コーピングの出現頻

度を高め，非機能的コーピングの出現頻度を

低める教示をすることによって，個人差に対

応したストレスマネジメント介入が実施でき

たと考えられる。 

 今後の展望としては，本研究にて開発した

アプリケーションの効果を，ストレス反応お

よびコーピングレパートリーの拡充の観点か
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ら検討する。 

 

Ｅ．結論  

 本研究は，個別化を目的とした，睡眠改善

およびストレスマネジメントプログラムを搭

載したアプリケーションを開発した。ストレ

スマネジメントにおいては，心理教育におい

て一義的に効果的コーピングを教示すること

が実施されていることがある。そのような現

状の中で，認知行動理論に基づき，個人のス

トレス反応の変化から効果的コーピングを教

示することが可能となった点で意義がある。

今後は，本研究にて開発したアプリケーショ

ンの効果を検証し，さらにアプリケーション

の修正および改定をしていく。  

 

Ｆ．健康危険情報 

該当せず。  

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

なし。  

2.  学会発表 

石井  美穂・嶋田  洋徳（2016）．中高生にお

けるアセスメントの観点 会員企画シン

ポジウム「集団に対するストレスマネジ

メントのアセスメントと実践」 日本健

康心理学会第 29 回大会発表論文集

14-15. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得  

 本研究で開発したアプリケーションは特

許の申請はしていない。  

2. 実用新案登録 

3. その他  
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分担研究報告書 

ポジティブ心理学の立場に立った職場のメンタルヘルス教育プログラム 

 

研究分担者 

山田冨美雄（関西福祉科学大学・教授） 

研究協力者 

大野太郎（大阪人間科学大学・教授） 

野田哲朗（兵庫教育大学・教授） 

 

研究要旨 

 本研究では，就労者を対象としたメンタルヘルス教育において、ポジティブ心理学の視点に

立ったアプローチを試みた。本報告では、(1)従来型のストレスマネジメント教育におけるポ

ジティブ心理学の要素について検討し、次いで(2)一般企業におけるメンタルヘルス研修の場

において強みに気づき、強みを活かすグループワークを用いるプログラムを試行したので報告

する。最後に(3)外国人介護士候補の来日後の語学研修中に行われるメンタルヘルス研修時に

実施した blessing(感謝の恵み )のワークの効果について報告する。 

 いずれにおいても、従来型のストレスマネジメント教育においてもポジティブ心理学の要素

が、職場におけるメンタルヘルス問題に気づき、積極的に予防するための研修プログラムにお

いて有効性が期待できることがわかった。 

 

A. 研究目的  

 本研究の目的は、従来型のストレスマネジ

メント教育を用いたメンタルヘルス研修に、

ポジティブ心理学の手法を用いたプログラ

ムを作ることであった。 

 初年度にあたる本年度は、(1)従来型スト

レスマネジメント教育に含まれるポジティ

ブ心理学の要素を抽出する作業を行うこと、

(2)強みに気づき強みを活かすグループワー

クのプロトタイプを作ること、ならびに

(3)blessing(感謝の恵み)のワークが幸福感

に及ぼす効果を実証することを目的とした。 

 以下にこれら(1)〜（ 3）の順に述べる。 

 

（１）従来型ストレスマネジメント教育に含

まれるポジティブ心理学の要素 

1 はじめに 

 就労者が、欠勤がちとなりあるいは遅刻早

退など職場に居られない状態になることが

ある。逆に出社はしても、心身の健康状態に

よって期待通りの就労ができないことがあ

る。前者は absenteeism、後者は presenteeism

と呼ばれ、メンタルヘルスによるパフォーマ

ンス低下と、それに続く労働生産性の低下と

結びついている。職場の作業環境や人間関係

などが生み出すストレスが原因とみなされ

ている。そこで職場のストレス管理が重要視

され、2014 年 6 月に労働安全衛生法の改正案
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が国会で承認され、2015 年 12 月から従業員

50 人以上の企業で年一回以上のストレスチ

ェックが義務化されたのはそうした経緯か

らである。 

 ストレスチェックによって、重篤な症状の

人には特別な配慮を行い、破局的結果を回避

しようという、人間ドックを模したストレス

ドックのモデルによる早期発見・早期治療モ

デルのメンタルヘルス版である。 

 著者らは1994年に、大阪府立こころの健康

総合センター内にストレスドックを設置し、

健康人を対象として日本で最初のメンタル

ヘルス介入事業を展開した（野田・夏目ら、

1996, 1997；山田・服部ら1998；山田・野田

ら,1999; 山田・野田ら1998）。20年を経て、

国レベルでストレス改善のためのストレス

チェックの義務化制度が開始し、うつ病等メ

ンタルヘルスの悪化を未然に察知し、病状の

進行を食い止める手立てが整いつつある。働

く環境の改良や、人間関係の調整によって、

従業員のメンタルヘルスは改善することが

十分推測されるからである。 

 ストレスチェックの結果に従って、個別の

相談のシステムができ、集団でメンタルヘル

スを整えるための研修が盛んに行われるよ

うになった。筆者らも長くこのような考え方

に立って、企業や役所、学校や医療機関で働

く従業員を対象としたストレスマネジメン

ト研修を引き受け、定番となる基本的教育プ

ログラムを完成させた（大野・高元・山田、

2002; PGS研究会,2002,2003; 山田, 2002, 

2003; 山田・山野・沼田,2011）。 

 本報告では、従来私たちが行ってきたスト

レスマネジメント研修を、単に病気の予防と

いう視点からではなく、よりよく仕事に従事

して幸福な人生を生き抜くための心理教育

として改良するための実践的試みについて

述べる。すなわち、ポジティブ心理学の視点

に立った、新しいメンタルヘルス研修のため

の実践プログラムを提案する。 

2. ポジティブ心理学とは 

 ポジティブ心理学とは、1998年にアメリカ

心理学会（APA）会長に就いたマーチン・セ

リグマン（Seligman, M.）が、会長就任に当

たって提唱した新しい心理学観である(島

井,2009)。 

 それまでの心理学は、いわゆる臨床心理学

（クリニカル・サイコロジー）であり、心を

病んだ患者を対象として、病気の原因を探り、

投薬や行動療法などの心理療法によって症

状の軽減を図るものである。セリグマンは、

うつ病の動物モデルを実験心理学の手法で

作り出し、うつ病動物の脳内神経伝達物質

（セロトニン）の働きに注目し、抗鬱剤の開

発に寄与した。セリグマンのAPA会長就任は、

こうした業績に対する社会の評価を反映し

たものであった。会長就任演説で彼は、これ

までの臨床心理学の業績を「ネガティブ心理

学(negative psychology)」とみなし、これ

からは健康な大多数を対象とした幸福感を

高めるための心理学をポジティブ心理学と

して創設しようと述べた。 

 臨床心理学の対象は病気をもった患者で

あり、臨床心理学者は心の病気の治療に役立

ってきた。これからは、患者ではない元気な

健康人を対象として、より健康的で幸福感を

高め、感情をポジティブに変化させ、気分を

高揚させて幸福感を高める実践的介入法の

開発こそが重要だと述べたのである。 

 以来、APAではポジティブ心理学部門が生

まれ、多くの研究者が集い、専門の学術雑誌

までもが刊行されるに至っている。そこでは、

人々を幸福にするための実証的心理学的研

究が報告され、幸福感の査定法や、人を幸福
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に導く心理学的介入法の開発が盛んになさ

れてきている。 

 ポジティブ心理学の手法は、基本的に行動

科学としての臨床心理学の手法を踏襲して

いる。「幸せ感」の客観的測定・評価法、幸

せな人の性格（精神科疾患の病前性格に当た

る）強み（strength）の測定・評価法、幸せ

感を高めるための介入法（臨床心理学でいう

心理療法）などを実験的に調査する。 

3. 幸せの３要素 

 セリグマンは、幸せの大前提となる条件と

して、①快感情、②フロー体験、③意味づけ、

の３要素を提示している。 

   ①快感情：幸せを感じる人は概ね快感情を

抱いている。職場の室湿度、色彩や明るさ、

音環境などの快適さがこれに該当する。業務

で使う作業具の使い心地や便利さ、デザイン

の好ましさなどが重要な要素となる。 

   ②フロー：仕事などに熱中し、時を忘れる

ほど没頭している状態を示す。快感情を抱く

作業に没頭している状態ともいえる。仕事の

場では、フローは、ワークエンゲージメント

と言い換えられる。 

   ③意味づけ：快でフローな時を経験するこ

とを、人としての生き方や人生観と結びつけ

れば幸福感が増す。ドラッグは、一時の快感

を生むものの、人生における意味づけができ

無い限り幸福を生むとはいえない。 

 仕事をポジティブ心理学の立場からみれ

ば、①楽しいと感じ、②夢中になることがあ

り、③人生の中で意味づけられる意義ができ

れば、仕事の内容に関係なく幸せ感を生み出

すことができそうである。たとえそれがある

人にとって、辛い仕事であっても、つまらな

さそうな作業であっても、これら3要素を盛

り込めば、幸せ感が生まれ、仕事に積極的に

従事しようとする意欲が生まれる。 

 就労者が楽しく仕事をおこない（快感情）、

時を忘れて仕事に励み（フロー）、そしてそ

うした仕事に従事することに人生の意味を

見いだすことができれば、幸せな就労といえ

る。メンタルヘルス研修をポジティブ心理学

の立場で実施するということは、これら３要

素を研修プログラムに盛り込むことに他な

らない。 

4. 従来型メンタルヘルス研修 

 私たちが開発・実施してきた従来型のメン

タルヘルス研修は、「ストレスマネジメント

教育」の枠組みで実施するセルフケア教育に

他ならない。従業員自らが自身のストレスに

気づき、自身の力でストレスを調整すること

によってストレス管理を行うための心理教

育である。 

 すなわち、①ストレスの原因となる「スト

レッサ(stressor)」に気づき、②症状として表

れる「ストレス反応 (stress reaction)」に気づ

き、③有効な「対処 (coping)法」に気づいて

実施する術を身につけること、さらには④ス

トレス反応を自己制御する術としてリラク

セーション (relaxation)やアクティベーショ

ン (activation)などの技法を修得させることか

ら構成される（図１）。 

 

 

 

 

 

 

図１. ストレスマネジメント教育の図式 

(山田,2003) 

 著 者作成の研修用テキスト  (GAS 研 究

会,2016;山田,2008) では、上記①〜③まで

を自記式チェックリストで評価しつつ解説

がなされる。ストレッサ尺度としては Holms

＆Rahe(1967)のライフイベンツ法を用いる。

ストレス反応は身体、心理、行動面に現れる
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14 の症状の自己評価からなるストレス反応

尺度を用いる。④は対象者や研修室環境の制

限があるが、各種の自己制御法を研修講師が

選択して実技指導する。ストレスしのぎ辞典

Part2 において、各種技法が紹介されている。

①〜④に至るストレスマネジメント教育に

は 90 分〜120 分を要する。さらに時間があれ

ば、ストレス緩衝要因についても学習する。

ストレスしのぎ辞典 Part3 では、タフネス性

格、ストレス性格（タイプ A・B・C 性格）、

ユーモアのセンス、アサーション、自尊感情、

ストレスによい健康習慣などがまとめられ

ている。 

 研修前後で、ストレスマネジメントの自己

効 力 感 を SMSE20 （ stress management 

self-efficacy 20 items）を用いて測り、その場

で受講者に成果を確認することができる。 

 班員のこれまでの研修経験を集約すると、

リラクセーションの実習指導が最も受講者

に評判がよく、研修前後で SMSE のリラクセ

ーション項目が 90％以上の人で増加し、主観

的な満足感も高いことがわかっている。 

 リラクセーション技法としては、①自律訓

練法、②漸進的筋弛緩訓練、③呼吸法、④イ

メージ法などが一般的で、その標準技法につ

いての知見も多い（服部・山田、2006、大野・

高元・山田、2003、山田・高元、2006）。 

 リラクセーション技法の中で、最も受講者

にとって理解しやすく抵抗が少ない技法は、

漸進的筋弛緩訓練と呼吸法であり、子どもか

ら高齢者までに有効であることが経験的に

確かめられている(山田・百々,2004; 山田・

大井ら,2003)。 

 一方身体活動が中心のアクティベーショ

ン法は、ストレスホルモンのコルチゾールの

代謝を促進することによって、ストレス状態

を軽減させることが私たちの知見からもわ

かってきている。職場のメンタルヘルス研修

においても、楽しく身体を動かせるアクティ

ビティとして人気があり、SMSE でみても効果

が確認できる。 

 従来型メンタルヘルス研修を、ポジティブ

心理学の観点から評価を試みると、①快感情、

②フロー体験、③意味づけ、の３要素が満た

されている研修プログラムは、リラクセーシ

ョン実習に集約される。リラクセーション実

習によって、副交感神経系が高揚し、心身と

もにリラックスし（快感情）、しばらくその

状態を維持し（フロー）、ストレス緩和効果

についての科学的知識を得る（意味づけ）と

いう３要素が満たされた結果と考えられる。

図２は、某研修におけるリラクセーションの

映像である。参加者たちは、講師の誘導によ

って漸進的筋弛緩訓練から自律訓練へと導

かれている様子がみえる。 

 

図２. リラクセーションの様子 

 

 また楽しく身体を動かすアクティベーシ

ョン実習も評価が高い。運動による交感神経

系の興奮は気分高揚感を増大させ、ゲーム仕

立てであればなおさら楽しい時間が継続す

る（快感情とフロー）。運動がストレスホル

モンを消費するという科学的知識（意味づけ）

は、心拍数や血圧など生体情報のフィードバ

ックでさらに意味づけられる（図３）。 

 従来型のメンタルヘルス研修をポジティ

ブ心理学の観点から評価した結果、ユーモア

にあふれる講師の話術、爆笑、笑顔、楽しい

参加者同士の会話など、研修セッションそれ

自体がもつ快適性が重要な要素であったと

推察できる。 
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図３. アクティベーションの様子 

 

 

（２）ポジティブ心理学介入１：強みワーク 

 

A 研究目的 

 ポジティブ心理学介入として、強みに気づ

き強みを活かすためのグループワークの効

果を検討することを目的とした。  

 ポジティブ心理学介入 (positive psychology 

intervention:PPI)とは、ポジティブ心理学の知

見を、臨床や教育場面に適用し、人々を幸福

に導くことである。ここで臨床心理学的診断

に対応する PPIにおける対象者の性格要因の

特性は、強み（ strength）と呼ばれる。  

 

B 方法 

 強みの測定： 強み測定には大竹・島井ら

（ 2005）の尺度を、簡便な自己徳性（強み）

を測る人物像一致法に修正して用いた。これ

は、24 の特性に合致する「生き方の原則」を

表す人物像のリストである（図４上）。受講

生は 24 の人物像が、自分にどの程度一致す

るかを 0〜100 点で評価する。全ての採点が

終わったら、点数の高いほうから３つを選び、

その番号と点数、そしてその徳性名を表の下

に転記する。こうして得られた自己の徳性ベ

スト３が、幸せに導く３つの徳性であり、強

みになり得るとみなす。これら 24 の徳性リ

ストはまた、図４下に示す６徳性領域に分類

できる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４. 強み評価シート（上）と6徳性領域(下) 

（山田冨美雄 2016 (2)より）  

I 知恵と知識：知恵と知識にもとづく徳性

であり、①好奇心、②向学心、③判断力、

④独創性、⑥洞察などの徳性が属する。 

II 勇気：勇気ある行動力が信条の徳性で、

⑦勇敢、⑧勤勉性、⑨誠実性、㉓熱意・意

欲などの徳性が属する。 

III 人間性：人柄が信条の徳性領域で、⑤

社会的知能、⑩親切心、⑪愛他性などの徳

性が属する。 

IV 正義：社会的な正義を重要視するのが信

条の徳性領域で⑫チームワーク、⑬公平性、

⑭リーダーシップなどの徳性が属する。 

V  節度：自分を律することを信条とする徳

性領域で、⑮自己制御、⑯思慮、㉑謙虚さ、

㉔寛大さなどの徳性が属する。  

VI 超越性：個人の超越的な能力に関連する

徳性領域で、⑰審美心、⑱感謝心、⑲楽観

性、⑳霊性、㉒ユーモアのセンスなどの徳

性が属する。 
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 対象者：神戸市内の某企業従業員 40 名を

対象とした。 

 手続き：従来型ストレスマネジメント教育

を実施した後、強み発見のグループワークを

実施した。４人で１グループを作り、自分の

強みを用いてストレスに対処することにつ

いて、具体的に話しあうよう求めた。また、

各人の強みの特性領域を模造紙を用いて可

視化することによって、グループ全体として

の強みのバランスについて考えてもらった。

図５は、徳性領域の可視化プログラムの様子

を示す。 

 

C.結果 

 研修への参加が積極的ではなかった参加

者であったが、研修終了後には内容が「だい

たいわかった」と「よくわかった」で 80％(図

７)、研修内容は「とても役に立つ」と「役

に立つ」で 70％にのぼった(図 5)。 

 

図 5. 研修の有用性 

 

 一方ストレスプロフィールと幸福感との

関係について興味ある結果が得られた。すな

わち、ストレスマネジメント研修で実施した

ストレッサとストレス反応とで分類される

４グループの平均幸福感得点は、ストレッサ

得点が高いがストレス反応が低い「しのぎ成

功」グループが最高点を示し、ストレッサを

積極的に対処してストレス反応を低下させ

ることがより高い幸福感を得ることが示さ

れた(図 6)。 

 アンケート自由記載では、「意外な強みに

気づいた」、「自分の強みを活かしたコーピン

グに気づいて良かった」、「自分固有のコーピ

ングスキルに気づき、意味づけができた」な

どと好意的な回答が多くを占めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6. ストレスプロフィールと幸福感 

 

 

(3)ポジティブ心理学介入２：blessing 

 

 ポジティブ心理学介入の効果を評価する

ために、従属変数として主観的幸福感を用い、

独立変数の効果を直接評価する機会を得た。

1 週間ごとに、その週にあった blessing(感謝

の恵み )の回数を数えてメールで報告する実

験群と、その間特別な課題を与えない統制群

について、２ヶ月後の主観的幸福感がどう変

化するかを検討した。  

A. 目的 

 blessing の主観的幸福感への影響を評価す

ることであった。  

B. 方法 

(1)手続き：従来型のストレスマネジメント研

0 10 20 30

とても役立つと思う

役立つと思う

どちらでもない

あまり役立たないとおもう

役立たないと思う

平均幸福感 低ストレッサ 高ストレッサ

高ストレス反応 22 .1 1 5 .9

低ストレス反応 17 .2 3 4 .0

パターン 低ストレッサ 高ストレッサ

高ストレス反応 9 8

低ストレス反応 19 3
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修の後、対象者を 2 群に分け、一方には日々

の blessing を数えるよう指示し、他方には指

示を与えなかった。  

(2)対象者：フィリピン人看護師候補者 60 名

を実験群 32 名（10 名、女 22 名）、統制群 28

名（男 9 名、女 19 名）の２群に分けた。  

 実験群：週 1 度、祝福（blessing）を数え

メールで報告するよう指示をした。  

 統制群：無処置であった。  

(3)従属変数：フィリピン人看護師候補用スト

レスチェック、主観的幸福感尺度（島井、2005）

のインドネシア語版を用いた。  

(4)ストレスチェックは受講者が入国し語学

研修を受け始めて 2 ヶ月後、ならびにメンタ

ルヘルス研修後 2 ヶ月後の 2 度実施した。主

観的幸福感尺度は、メンタルヘルス研修終了

直後と 2 ヶ月の 2 度測定した。  

C.結果 

 図 7 に、blessing 課題を課した実験群と無

処置統制群の平均幸福感得点の変化を図示

した。群 (2)×性 (2)×期間 (2)の 3 要因分散分析

を行ったところ、群の主効果（F (1,56)= 12.241, 

p= 0.0009）と期間の主効果（F (1,56)=11.567, 

p=0.0012）が有意で、性×期間の交互作用は

有意傾向を示した（F (1,56) = 2.933, p= 0.923）。    

 図 8 は、blessing 課題前後の平均ストレッ  

 

図 7. blessing 課題前後の平均幸福感得点 

 

サー得点を群別に図示したものである。群×

性×期間の３要因分散分析を実施したとこ

ろ、群×期間の交互作用が有意であった

（F (1 , 50 )=9.049, p=0.004）。blessing 課題を付

加された実験群だけが、ストレッサが有意に

減じたことを示す。 

 

 

図 8. Blessing 課題前後の平均ストレッサ 

 

 ストレス反応得点、ならびに心身症状得点

についても、blessing の効果を分析したが、

なんら有意な効果は認められなかった。 

 一方コーピングの量については、群の主効

果が有意で（F (1 ,5 4 )=5.347, p= 0.0246）、他の

主効果も交互作用も認められなかった。実験

群のコーピング量が統制群よりも多いこと

を示す（図 9）。 

 

図 9. blessing 課題前後の平均コーピング量 

 

Ｄ．考察 

 以上の結果から、2 ヶ月にわたる blessing
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課題の遂行は、ストレッサを低下させ、併せ

て主観的幸福感を増す効果を示したが、統制

群ではストレッサとは無関係に幸福感は微

増した。実験群のコーピング量が統制群を上

回ったことは、blessing 課題とは関係なく、

実験群が統制群よりもコーピング資源をも

ともと多く持っていたことを示唆する。 

 フィリピン人看護師候補生が、来日後日本

語研修を積み重ねる従って幸福感が増した

ことは、日本での就労を前に言語の習得が重

要なメンタルヘルス向上の役割を担ってい

ることを示唆する。 

 今回用いた幸福感尺度は、図 13 に示すわ

ずか 4問から成る簡易なものであった。今回、

英語版と日本語版（図 14）からインドネシア

語に翻訳し（図 15）、インドネシア人看護師

候補への適用も試みている。今後、標準化を

進め、次年度以降のメンタルヘルス研修にお

いて、他のストレス尺度とともに評価尺度と

して導入することを予定している。 

 またメンタルヘルスの他覚測度として、唾

液中コルチゾールや s-IgA などの生化学的指

標の利用も検討したい（寺田ら 2014;2016）。 

 

 

図 13. 主観的幸福感尺度（英語版） 

Lyubomirsky & Lepper (1999) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14. 主観的幸福感尺度（日本語版） 

島井ら（2004）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15. 主観的幸福感尺度（インドネシア語版） 

 

 

Ｅ 結論 

 就労者を対象としたメンタルヘルス教育

において、 従来型のストレスマネジメント

教育におけるポジティブ心理学の要素とし

て、リラクセーションならびにアクティベー

ションプログラムがもたらす快感情が重要

であることを指摘した。 

 
For each of the following statements and/or questions, please circle the point on the scale that you feel 
is most appropriate in describing you. 
 
 
1.  In general, I consider myself:  
 
 1            2            3            4            5            6            7  
    not a very                      a very 
       happy                      happy 
       person                      person 
 
2.  Compared to most of my peers, I consider myself: 
 
 1            2            3            4            5            6            7  
          less                        more 
        happy                      happy 
 
3.  Some people are generally very happy.  They enjoy life regardless of what is going on, getting the 

most out of everything.  To what extent does this characterization describe you? 
 
 1            2            3            4            5            6            7  
        not at                     a great 
           all                         deal 
 
4.  Some people are generally not very happy.  Although they are not depressed, they never seem as 

happy as they might be.  To what extent does this characterization describe you? 
 
 1            2            3            4            5            6            7 
         not at                      a great 
            all                         deal 
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次に一般企業におけるメンタルヘルス研修

の場において強みに気づき、強みを活かすグ

ループワークを用いるプログラムを試行し、

受講生によるアンケートから、これまでにな

い高い関心と実用可能性への期待が示され

た。さらに外国人看護師候補を対象として、

メンタルヘルス研修時に実施した blessing

ワークが主観的幸福感に及ぼす効果を実証

的に確認を試みたが、blessing が幸福感に直

接影響するのではなくストレッサの減少を

介する効果である可能性を示した。また語学

研修の経過に沿って幸福感が増大する可能

性がみられたことから、次年度以降のメンタ

ルヘルス研修では、幸福感をストレス指標に

加えて測定評価し、ポジティブ心理学介入を

取り入れた研修プログラムを作成・評価する

ことになった。 

 

F.健康危険情報  

 該当せず。 

 

G. 研究発表 

 

1. 論文発表 

山田冨美雄・秋葉理乃 健康・福祉. 子安増生

（編）心理学：アカデミックナビ 勁草書房, 2016

年 第９章 p.319-346. 

 

 山田冨美雄 「自分を知ろうチェックリスト」

を用いた被災児のストレス評価～被災した子ど

もたちのストレスとの対処. 日本心理学会（監修）

安藤清志・村井豊（編） 震災後の親子を支える

～家族の心を守るために～ 誠信書房，2016 年, 

第２章 p.17-31. 

 

 山田冨美雄・高橋裕子   健康心理学における禁

煙研究の意義 .  健康心理学研究 ,2016, 28 (Special  

Issue), p101.  

 

 山野  洋一・高橋  裕子・山田冨美雄  禁煙治

療における健康心理士の役割と今後の発展 .  健康

心理学研究 ,  2016, 28 (Special Issue), p121-128.  

 

 野々口  陽子・山野  洋一・濵田  咲子・岩原  昭

彦・山田  冨美雄  喫煙は看護師のインシデント

発生を高めるか ? 健康心理学研究 ,  2016, 28 

(Special Issue), p143-149.  

  

 山田冨美雄 熊本地震：震災ストレスマネジ

メント教育〜PTGを育む指導〜 . 健康教室 (東

山書房 ),  2016， 67 (12), 12-14.  

 

 山田冨美雄 ポジティブサイコロジー入門１ 

快適な職場を作る幸せのレシピ・理論編 月刊

コンピュータテレフォニー ,2016, 19（ 5）,  42-44.  

 

 山田冨美雄 ポジティブサイコロジー入門２ 

快適な職場を作る幸せのレシピ・実践編 月刊

コンピュータテレフォニー ,2016, 19（ 6）,  36-38. 

 

 寺田衣里・山野洋一・成井香苗・山田冨美雄   

唾液を用いたストレスマネジメント効果の生化

学的評価 .  ストレスマネジメント研究 ,  2016, 12 

(1), 15-22.  

 

2. 学会発表 

 Fumio Yamada Introduction: Problems on 

Addiction in Asia. Asian Congress of Health 

Psychology:  Symposium 7: Problems on Addict ion 

in Asia.(Organizer & Chair:  Fumio Yamada), July 24,  

2016, Yokohama (Yokohama Paciphico), Japan 

 

 Fumio Yamada Factors which make “al truism” 

grow:  Our finding from the Great Hanshin-Awaji  

Earthquake in 1995. Asian Congress of Health  

Psychology: Symposium 6: Natural Disaster and 

Health Psychology (Organizer & Chair: Fumio  

Yamada),  July 24,  2016,  Yokohama (Yokohama 
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Paciphico), Japan 

 

 竹橋洋毅・津田恭充・島井哲志・山田冨美雄 我

が国の学校教育におけるポジティブ心理学の貢

献可能性 .  第３回日本ポジティブサイコロジー

医学会 , 2016 年 10 月 22 日、京都（龍谷大学）  

 

 山田冨美雄・山野洋一 ポジティブ心理学によ

るストレスマネジメント . 第 75 回日本公衆衛

生学会、シンポジウム３２「ポジティブ心理要

因と健康：職域・地域のポジティブ資源 /ポジテ

ィブ心理学介入の可能性」、2016年 10月 2７日、

大阪市（グランフロント大阪）  

 

 山田冨美雄 ポジティブ心理学で禁煙支援 . 

健康心理学分科会主催ワークショップ（企画・

司会進行）、第 11 回日本禁煙科学会学術総会 ,  

2016 年 10 月 30 日、京都（京都大学）  

 

 山野洋一・寺田衣里・山田冨美雄 ポジティ

ブ心理学で禁煙支援 第 11 回日本禁煙科学会

学術総会、健康心理学分科会、 2016 年 10 月 30

日 ,  京都（京都大学）  

 

 山田冨美雄 健康心理学の社会貢献の充実を

はかるために . 日本健康心理学会記念出版委

員会企画シンポジウム「公認心理師の社会的役

割とその養成 −国家資格による心理学の社会貢

献の充実をめざして」（指定討論） 第 29 回日

本健康心理学会大会、2016 年 11 月 19 日、岡山

（岡山大学）  

 

 山田冨美雄  医療現場で働く人のポジティ

ブ・メンタルヘルス . 日本健康心理学会公開シ

ンポジウム「メンタルヘルスが壊れる前に適切

に予防を行う ―健康心理学の予防的知見を現場
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分担研究報告書 

中学生における劇的日常体験とウェルビーイングの関係 
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研究要旨：本分担研究では，中学生を対象に，日常生活において強く印象に残った体験

（以下，劇的日常体験）とウェルビーイングの関係について検討を行った。その結果，以

下の 4つの点が明らかになった。(1) 中学生における劇的日常体験として，失敗体験，遂行

体験，および出会い・成功体験の 3 つが挙げられた。(2) 劇的日常体験の性差については，

女子は男子よりも出会い・成功体験の頻度が高かった（ただし 10％水準）。(3) 劇的日常体

験の学年差について，三年生の遂行体験の頻度が高かった。(4) 出会い・成功体験が最も強

くウェルビーイングと関連を示した。以上をまとめると，中学生における劇的日常体験の

頻度とウェルビーイングには正の関連があり，特に様々な出会いや成功を体験することが

ウェルビーイングの向上につながる可能性が明らかになった。  

 

Ａ．はじめに  
今世紀に入り，心理学の領域では，精神
疾患の予防や治療だけに目を向けるのでは
なく，よりよく生きることや充実した人生
を送ることを目指すポジティブ心理学の潮
流が生まれた (Seligman, 2003)。さらに，近
年では，ただ単に一時的満足感を高めるだ
けではなく，継続可能な持続的幸福感の増
大を目的として，ポジティブ感情，エンゲ
ージメント，達成感などを経験することに
よりウェルビーイングの向上を図ることが
その中心的テーマとなっている。 
そこで，本研究では，中学生を対象に，
学校生活全般において強く印象に残った日

常体験（劇的日常体験）の内容を明らかに
し，その体験とウェルビーイングの関係に
ついて検証を行う。 

  
Ｂ．研究Ⅰ 中学生用劇的日常体験尺度の開

発 

1．目的 

研究Ⅰでは，中学生の日常生活における
劇的な体験に関する項目を用いて，中学生
用劇的日常体験尺度の開発を行う。なお，
本研究で扱う劇的日常体験とは，橋本（2012）
が「スポーツ競技生活において，一生涯，
心に残る良い出来事や悪い出来事を含むエ
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ピソード」と定義したスポーツドラマティ
ック体験を日常生活にまで般化させた概念
である。 
 

2．方法 

1）調査対象 

 Y県の中学校に在籍する1－3年282名(男

子 144 名，女子 138 名；平均年齢 13.49 歳

±1.02)を対象に質問紙調査を実施した。 

2）調査内容 

 中学生における劇的な日常体験に関する

項目として，橋本 (2012) が作成したスポー

ツドラマティック体験尺度の項目を参考に

19項目準備した。回答形式は「まったくあ

てはまらない(1)」から「あてはまる(5)」の

5件法を採用した。 

3）調査期間 

平成 28年 6月中旬に実施した。 

4）分析方法 

中学生の劇的な日常体験を表す 19 項目

について，最尤法・プロマックス回転によ

る因子分析を行った。信頼性に関しては，

クロンバックの α 係数を算出することによ

る内的整合性を検討した。 

 

3. 結果および考察 

1) 中学生の劇的日常体験の因子構造 

探索的因子分析を行った結果，3 因子解

が適切であると判断されたため，因子負荷

量が.40を下回る項目を除き，3因子で再度

同様の因子分析を行った。その結果，表 1

のように 3因子 13項目がドラマティック体

験に関する項目として抽出された。第Ⅰ因

子には，合計 5 項目が含まれ，その内容は

「目標を達成できず，悔しい思いをしたこ

とがある」，「学校の先生や友だちとうまく

いかなかったことがある」といった失敗体

験に関する内容を示す項目群であった。し

たがって，第Ⅰ因子は「失敗体験」因子と

命名した。第Ⅱ因子には，合計 3 項目が含

まれ，その内容は「学校行事など本番で大

きな役割を果たしたことがある」，「学校の

中で大きな役割を任されたことがある」と

いった遂行体験に関する内容を示す項目群

であった。したがって第Ⅱ因子は「遂行体

験」因子と命名した。第Ⅲ因子には，合計

5 項目が含まれ，その内容は「クラスのみ

んなのおかげで楽しく学校生活を送ること

ができている」，「尊敬できる友人や先生に

出会うことができた」といった出会いや成

功体験に関する内容を示す項目群であった。

したがって第Ⅲ因子は「出会い・成功体験」

因子と命名した。以上，探索的因子分析の

結果から，中学生における劇的日常体験尺

度の内容は，失敗体験に関する 5 項目，遂

行体験に関する 3 項目，および出会い・成

功体験に関する 5 項目により構成されてい

ることが明らかになった。各因子間の関係

については，相互に関連をもっていた (r 

= .22-.24, すべて p < .01)。 

2）中学生の劇的日常体験尺度の信頼性の検

討 

各因子の内部一貫性を検討するためにク

ロンバックの α係数を求めた。その結果，

各因子の α係数は「失敗体験」因子が.72，

「遂行体験」因子が.78，および「出会い・

成功体験」が.65であり，「出会い成功体験」

因子はやや低いものの，一定の内部一貫性

が認められた。 
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Ｃ．研究Ⅱ 中学生における劇的日常体験

とウェルビーイングの関係 

1. 目的 

 研究Ⅱでは，中学生における劇的日常体

験とウェルビーイングの関係について検証

を行った。 

 

2. 方法 

1) 調査対象・期間 

 研究Ⅰと同一の中学生 282 名を対象に同

時に調査を行った。 

2) 調査内容 

(1) フェイスシート 

 調査対象の基本的属性 (性別，年齢，学

年，部活動・クラブチーム所属の有無) に

ついて尋ねた。 

(2) 劇的日常体験 

 研究Ⅰで開発した中学生用劇的日常体験

尺度を用いた。回答形式は，「まったくあて

はまらない (1)」から「あてはまる (5)」の

五件法を採用している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ウェルビーイング 

 セリグマン (2014) の持続的幸福感に関

す考え方を参考に 9 項目準備した。具体的

な項目内容は，「自分は幸せだと思う（ポジ

ティブ感情）」，「自分は新しいことを学ぶの

が好きだ（エンゲージメント）」，「自分のや

ることは有益で価値のあることだと思う

（意味・意義）」，「自分はとてもポジティブ

な人間だと思う（自尊感情）」，「いつも自分

の将来について楽観的だ（楽観性）」，「自分

のことを心から気にかけてくれる人がいる

（ポジティブな関係性）」，「毎日，元気よく

生活を送ることができている（活力）」，「自

分の意思で行動を選択することができてい

る（自己決定感）」，「日々，達成感を得てい

る（達成感）」であった。それぞれの項目に

対して「まったくあてはまらない (1)」から

「あてはまる (5)」の 5件法で回答を求めた。 

4) 分析方法 

中学生用劇的日常体験尺度の各因子の合

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

第Ⅰ因子：失敗体験 (α = .72)
13 本番で自分の力を十分に発揮できなかったことがある .72 -.01 -.17 .46
14 できると思っていたことが、思っていたよりできなかったことがある .66 .06 -.05 .41
15 思いがけない失敗をしたことがある .57 .04 .08 .36
11 目標を達成できず、悔しい思いをしたことがある .53 -.02 .23 .41
12 学校の先生や友だちとうまくいかなかったことがある .44 .00 -.02 .23

第Ⅱ因子：遂行体験 (α = .78)
17 実行委員や責任者を務めたことがある -.02 .78 -.01 .59
18 学校の中で大きな役割を任されたことがある .03 .77 -.01 .60
16 学校行事など本番で大きな役割を果たしたことがある -.01 .69 -.01 .47

第Ⅲ因子：出会い・成功体験 (α = .65)
6 学校行事で練習の成果を生かし、成功をおさめたことがある -.08 .09 .64 .42
7 学校生活の中で、自らが決めた目標を達成したことがある .07 -.01 .62 .41
1 クラスのみんなのおかげで楽しく学校生活を送ることができている -.05 -.20 .50 .22

10 本番で自分の力を十分に発揮し、満足いく結果をおさめたことがある .04 .13 .47 .29
4 尊敬できる友人や先生に出会うことができた -.02 -.01 .43 .17

因子負荷量
項目 共通性

表1　中学生における劇的日常体験の因子分析結果
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計得点について，性および学年の差異を検

証するために二元配置の分散分析を行った。

また，中学生用劇的日常体験尺度の各因子

合計得点とウェルビーイングの測定項目の

得点について相関分析を行った。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 結果および考察 

1）劇的日常体験の性および学年差について 

劇的日常体験尺度の各因子の得点につい

ての性および学年差を検討した結果，遂行

体験因子について学年による有意な差が認

められた (F (2 / 250) = 3.17，p > .05)。Tukey 

  

 

性の
主効果

学年の
主効果

交互作用

F F F
18.80 18.78 19.44

(4.27) (3.61) (3.45)

17.69 19.23 19.40

(4.08) (4.02) (4.32)

8.89 8.28 9.76

(3.95) (3.34) (3.71)

9.00 9.33 10.57

(3.55) (3.61) (3.56)

21.13 20.08 20.27

(3.18) (3.56) (3.54)

21.22 20.60 21.90

(2.58) (2.92) (2.99)

(  ) 内は標準偏差，†  p < .10，* p < .05

.41
女
子

表2　中学生における劇的日常体験の性および学年差

一年生 二年生 三年生

失
敗
体
験

男
子

.21 1.86 .91
女
子

遂
行
体
験

男
子

2.03 3.17*
三年＞二年

出
会
い
・

成
功
体
験

男
子

3.55†
男子＞女子

1.87 1.24
女
子

 

失敗体験 遂行体験 出会い・成功体験

ウェルビーイング .14* .28*** .57***

* p < .05，*** p＜ .001

表3　中学生における劇的日常体験とウェルビーイングの相関分析結果
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法による多重比較の結果，三年生が高い遂

行体験因子得点を示した。この結果の背景

とし，三年生は学校生活や行事，部活動で

大きな役割を任される機会が多いことが考

えられる。また，出会い・成功体験因子の

性差について有意な傾向が認められた (F 

(2 / 250) = 3.55，p < .10)。女子は，男子に比

べ，高い出会い・成功因子得点を示した。

一般的に，女子の方が男子によりも親和欲

求が高いとされており，そのことが出会い

の機会の多さにつながっているのではない

かと考えられる。失敗体験因子については，

有意な性および学年差は認められなかった。 

2）劇的日常体験とウェルビーイングの関係

について 

中学生における劇的日常体験とウェルビ

ーイングとの関係を検証するために相関分

析を行った結果，「失敗体験」と(r = .14，p 

< .001)，「遂行体験」(r = .28，p < .001)，お

よび「出会い・成功体験」( r = .57，p < . 001) 

の 3 つの因子すべてとウェルビーイングの

間に有意な正の相関が認められた。このこ

とから，出会い・成功体験が最も強くウェ

ルビーイングと関係することが明らかにな

った。また，失敗体験については，有意で

はあったものの，極めて弱いことが明らか

になった 

 

Ｄ．まとめ 

本研究の結果をまとめると，中学生の劇

的日常体験の頻度には性および学年差が認

められ，女子は男子よりも出会い・成功体

験が多く，三年生は二年生よりも遂行体験

が多いことが明らかになった。また，中学

生においては，多くの出会いや成功を体験

することで，ウェルビーイングの向上を図

ることができる可能性が示された。一般的

に失敗を体験することで，メンタルヘルス

が害されウェルビーイングが低下すると思

われたが，本研究では，そのような傾向は

認められなかった。そのため，失敗を体験

することを恐れる必要はなく，いろいろな

ことに挑戦し，達成していくことがウェル

ビーイングの向上につながるものと考えら

れる。 

 

＊本研究は，平成 28年度山口大学教育学部

卒業研究論文「中学生のドラマティック体

験とウェルビーイングの関係」（原田勝）に

加筆・修正を行ったものである。 

 

Ｅ．健康危険情報 

 該当せず。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

河村直彦・本田祐一郎・上地広昭  (2017). 

大学生における身体活動促進メッセー

ジについて．山口大学教育学部『研究論

叢』，66, 21-27. 

本田祐一郎・河村直彦・上地広昭 (2017).  

青少年サッカー選手における達成目標

が心理・行動的側面に及ぼす影響．山口

大学教育学部『研究論叢』，66, 28-37. 

 

２．学会発表 

Uechi, H. (2016). Application of gamification 

for developing eHealth program. 31st 

International Congress of Psychology, July 

24-29, Pacifico Yokohama, Yokohama. 

上地広昭 (2016). シンポジウム「ポジティ

ブ心理要因と健康：職域・地域のポジテ
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ィブ資源/ポジティブ心理学介入の可能

性」ポジティブ心理学による運動指導． 

第 75 回日本公衆衛生学会総会. 2016 年

10 月 27 日, グランフロント大阪, 大阪

市. 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 該当せず。 

 

Ｉ．引用文献 

橋本公雄 (2012) スポーツドラマティッ

ク体験～運動・スポーツによる体験がも

たらす影響を考える．Coaching Clinic，11，

67-77． 

Seligman, M. (2003). Foreword: The past 
and future of positive psychology. In 
Keyes, C.L.M. and Haidt, J. (Eds.) 
Flourishing: Positive Psychology and 
the Life Well-Lived. Washington DC: 
APA. 
セリグマン，M. (2014) 宇野カオリ監訳 ポ

ジティブ心理学の挑戦．ディスカバー・

トゥエンティワン，東京． 
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研究要旨：本研究では，就労者を対象として，メンタルヘルス・プロモーションに関する

情報を提供する試験的な介入プログラムを実施し，介入による肯定的な影響について検討

をおこなった。対象は，東北地方の A 県にある 6 事業所（介入群 5 事業所：n = 573，統制

群 1 事業所：n = 27）であった。介入群には月 1 回，3 ヶ月間にわたり，リーフレット，プ

ロモーションビデオ，ニューズレター，およびポスターを用いてメンタルヘルス・プロモ

ーションに関する知識提供をおこなった。情報の内容は，西オーストラリアを中心として

実践されている心の健康増進の枠組みであるアクト・ビロング・コミット・メンタリィヘ

ルシーキャンペーンを参考に構成した。主要評価項目は，職業性ストレスであった。副次

評価項目は，メンタルヘルス・プロモーション行動であった。また，介入群については，

介入プログラムの感想についても回答を得た。線形混合モデルによる分析の結果，群間に

介入による影響の差異は認められなかった。また，プログラムへの感想については，ニュ

ーズレターの文字の大きさ，内容，および配信方法の改善といったカテゴリが抽出された。

本研究の結果，メンタルヘルス・プロモーションを意図した介入プログラムの開発におい

ては，我が国の就労状況や文化的な文脈を考慮する必要が明らかになった。  

 

Ａ．研究目的  

 本研究班の目的は，心の健康増進（メン

タルヘルス・プロモーション）を支援する

介入プログラムの開発と有用性の評価であ

る。申請研究の初年度にあたる平成 28 年度

においては，西オーストラリアを中心とし

て実践されている心の健康増進の枠組みで

あるアクト・ビロング・コミットメンタリ

ィ ヘ ル シ ー キ ャ ン ペ ー ン

（ Act-Belong-Commit Mentally Healthy 

Campaign ： Donovan, James, Jalleh, & 

Sidebottom, 2006；Donovan, Henley, Jalleh, 

Silburn, Zubrick, & Williams, 2007）の枠組み

を参考に，メンタルヘルス・プロモーショ

ンに関する知識提供を意図した試験的な介

入プログラムを開発・試行し，就労者のス

トレス状況の改善，および心の健康増進に

貢献する行動（メンタルヘルス・プロモー

ション行動）の改善に対する有用性につい

て検討した。また，介入プログラムの改善

点についても検討をおこなった。  
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Ｂ．研究方法  

（1）研究デザイン  

 本研究では，介入への参加に対して希望

のあった 5 事業所，および心の健康調査の

みへの参加希望のあった 1 事業所を対象と

して，非ランダム化比較試験をおこなった。 

（2）対象者  

 対象者は，東北地方にある A 県の 6 事業

所に在籍する 942 名の就労者であった。ま

た 1 事業所（32 名）は，心の健康状態に関

する調査にのみ希望があったため，統制群

としての協力を依頼し，許諾を得た。対象

者の採択 /除外について，Figure 1 に示す。

最終的に，介入群 573 名，および統制群 27

名を分析対象とした。  

（3）介入  

 本介入プログラムは，3 ヶ月間にわたり

実施された。介入プログラムの基本的な理

論的背景としては，アクト・ビロング・コ

ミット・メンタリィヘルシーキャンペーン

（Donovan et al., 2006；2007）を中心に構

成した。具体的には，当該理論を翻訳・改

定した竹中（2012）の心の ABC 活動の内

容に基づき，アクト（Act）：心と身体の活

動 性 を 維 持 ・ 向 上 さ せ る ， ビ ロ ン グ

（Belong）：集団に所属し帰属意識を高める，

お よ び コ ミ ッ ト あ る い は チ ャ レ ン ジ

（Commit or Challeng）：他者の役に立つ行

動をおこなう・新規活動に挑戦する，の内

容を中心に情報提供をおこなった。基本の

プログラムとしては，（a）リーフレットの

配布（開始時），（b）プロモーションビデオ

の上映（開始時），（c）ニューズレターの配

布（毎月 1 回，全 3 回），および（d）ポス

ターの設置（常設），をおこなった。Table 1

に，本研究で用いた情報媒体の概要を示す。 

（4）アウトカム  

 本研究における主要評価項目は，職業性

ストレスであった。職業性ストレスについ

ては，下光（2005），および Inoue et al.（2014）

の構成した職業性ストレス簡易調査票にお

ける，活力，いらいら感，疲労感，不安感，

および抑うつ感を測定する項目を用いて評

価をおこなった。  

 副次評価項目は，心の健康増進に貢献す

る行動であるメンタルヘルス・プロモーシ

ョン行動であった。メンタルヘルス・プロ

モーション行動については，島崎・李・小

沼・飯尾・竹中（2015）の構成したメンタ

ルヘルス・プロモーション行動評価尺度を

用いて評価をおこなった。  

 また，介入群の対象者からは，プログラ

ムに参加しての感想についても自由記述に

より回答を得た。  

（5）分析  

 主要評価項目，および副次評価項目の分

析については，介入条件の要因（介入群・

統制群），および測定時期の要因（事前・事

後）による 2 要因の線形混合モデル（Linear 

mixed model）により分析をおこなった。ま

た，効果量 R2についても Field（2005）の

方法に基づき算出した。効果量の判定基準

は，R2 >0.01：効果量小，R2 >0.09：効果量

中，および R2 >0.25：効果量大とした（Cohen, 

1988）。  

 プログラムに参加しての感想については，

Braun & Clarke (2006)のテーマ分析の手続

きを用いて分析をおこなった。なお，本研

究では，プログラムの改善に寄与する内容

分析を意図していたため，テーママップに

ついては作成をおこなわなかった。  

 分析には，IBM SPSS 22.0および R version 

2.9.2 をもちいた。  

 

Ｃ．研究結果  

（1）対象者の属性  

 対象者の属性を Table 2 に示す。  

（2）職業性ストレスの改善  

 分析の結果，有意な交互作用は認められ

なかった（Table 3）。  
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（3）メンタルヘルス・プロモーション行動

の改善  

 分析の結果，有意な交互作用は認められ

なかった（Table 4）。  

（4）プログラムに参加しての感想  

 プログラムに参加しての感想については，

n = 27 より回答が得られた。分析の結果に

ついて，Table 5 に示す。分析の結果，文字

の大きさの改善，内容の具体化，および電

子版での配信，といった改善への要望が確

認された。  

 

Ｄ．考察  

 本研究では，メンタルヘルス・プロモー

ションに関する知識提供による肯定的な影

響について検討をおこなった。その結果，

本研究の対象者においては，メンタルヘル

ス・プロモーションの実践的な枠組みを示

したアクト・ビロング・コミット・メンタ

リィヘルシーキャンペーンの知見を適応し

た介入による肯定的な影響を確認すること

はできなかった。  

 本研究において十分な成果が認められな

かった要因としては，西オーストラリアと

は異なる我が国の労働に関する文化的な背

景（Hyder & Morrow, 2012），や就労状況，

所得，家族の状況等の社会経済学的要因

（Molarius et al., 2009）が介入により推奨し

た心の ABC 活動の実行可能性に影響して

いるためであると考えられる。また，本研

究の対象事業所には，東日本大震災におい

て甚大な被害を受けた地域の事業所も含ま

れている。そのため，災害ストレスの要因

も影響している可能性が懸念される。今後

は，これらの社会経済的変数の与える効果

の検討，および本研究データを用いて事業

所ごとのサブグループ分析についても進め

ていく必要がある。  

 プログラムの体裁・内容・配信方法につ

いては，対象者の感想により改善点が指摘

されていたため，情報提供の方法について

もさらなる検討が必要であると考えられる。

本プログラムは，情報の提供者が対象者に

対して一方通行型に情報提供をおこなう，

対象者にとって受動的な介入（ passive 

intervention：Michie, Abraham, Whittington, 

McAteer, & Gupta, 2009）であり，対象者が

能動的に自身のメンタルヘルス・プロモー

ションに従事することができなかった点も

要因として挙げられる。  

 本研究により得られた知見をもとに次年

度は，本研究成果の学術的成果公表に加え，

我が国の社会的文脈に即したプログラムを

開発するために，（a）介入効果を媒介する

変数の特定，および（b）社会経済的状況を

含む対象者の文脈とメンタルヘルス・プロ

モーション行動の実行可能性との関連性に

ついての検討し，本プログラムをより実践

に即した形に修正する。このような手続き

で研究を進め，最終年度には，一般化可能

性の高いメンタルヘルス・プロモーション

介入プログラムの内容を構成し，無作為統

制化試験による効果の検証を目指す。  

 本研究の限界点としては，対象となる企

業が自由意志による参加であったため，検

定力分析に基づくサンプルサイズの検討を

おこなっていない点，統制群が 1 事業所に

限られている点，E 事業所の対象人数が著

しく多い点が挙げられる。  

 

Ｅ．結論  

 本研究の結果，メンタルヘルス・プロモ

ーションを意図した介入においては，対象

者の就労環境や社会経済学的変数の影響力

を考慮した上での情報提供が必要であるこ

と，および対象者が能動的に参加できるよ

う情報の提供方法について検討する必要性

が示唆された。  
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介入群 
5事業所, n = 910 

Figure 1 本研究における対象者 

< allocation > 
事業所担当者から介入
の希望があった事業所
を介入群に割付 

< follow-up > 
異動，退職および調査 
への不参加者を除外 

< analysis > 
回答者の属性への 
非回答者を除外 

< enrolment > 
介入地域保健師が対面
により募集 

統制群 
1事業所, n =32  

A事業所 
n = 51 

B事業所 
n = 184 

C事業所 
n = 96 

D事業所 
n =  183 

F事業所 
n = 32 

n = 35 n = 147  n = 58 n = 138 n = 30 

n =  24 n = 116 n = 49 n = 102 n = 27 

メンタルヘルスプロモーショ 
ンプログラムへの参加募集 

E事業所 
n =  396 

n = 310 

n = 282 

Table 1　メンタルヘルスプロモーションに関する情報提供の内容

介入に用いた媒体と主な内容

ニューズレター

　メンタルヘルスプロモーションに関する知識教育を目的として，全3号
のニューズレターを月1回配布した。第1号の内容は，現代社会における心
の健康増進の必要性，心のABC活動の基本的な考え方，およびストレスの
セルフチェックについてであった。第2号の内容は，心のABC活動の理論的
な枠組みである，行動活性化療法の理論，およびストレスと食事の関連性
についてであった。第3号の内容は，心のABC活動の具体的な内容，および
職場における良好なコミュニケーションについてであった。
また，内容の受託可能性を高めるために，各事業所の社員が実施する心の
健康づくりの内容について社員に対して聞き取りをおこない，保健師が記
事を作成した。

リーフレット

　心のABC活動の日常生活における実践方法について記載したリーフレッ
トを介入の開始時に配布した。

心のABC活動プロモーションビデオ
　職場におけるメンタルヘルスプロモーションの実践例をアニメーション
によりまとめたプロモーションビデオを介入の開始時に視聴した。

ポスター

　心の健康づくりに関する意識づけ，および内容の思い出しを意図して事
業所にポスターを設置した。

n (%) n (%)
性別

　男性 428 (75) 21 (78)

　女性 145 (25) 6 (22)

年代

　10代 7 (1) 1 (4)

　20代 80 (14) 3 (11)

　30代 142 (25) 4 (15)

　40代 167 (29) 7 (26)

　50代 142 (25) 9 (33)

　60代 35 (6) 3 (11)

介入群 統制群

Table 2　対象者の属性
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Mean (SE) Mean (SE) Mean (SE) Mean (SE) F p R2

活力 2.73 (0.05) 2.93 (0.19) 2.68 (0.05) 2.85 (0.22) 0.01 0.93 0.00

いらいら感 3.05 (0.05) 3.19 (0.24) 3.02 (0.04) 3.00 (0.22) 0.59 0.44 0.00

疲労感 3.10 (0.04) 3.44 (0.19) 3.08 (0.04) 3.11 (0.21) 2.36 0.13 0.00

不安感 2.92 (0.05) 3.04 (0.21) 2.89 (0.05) 2.93 (0.18) 0.16 0.69 0.00

抑うつ感 2.83 (0.05) 3.07 (0.27) 2.90 (0.05) 3.00 (0.23) 0.42 0.52 0.00

Interaction

Table 3　職業性ストレスの改善

介入群 統制群 介入群 統制群

Pre Post

Mean (SE) Mean (SE) Mean (SE) Mean (SE) F p R2

ウォーキングや体操といった身体を動かす活動を
行っている。

2.36 (0.05) 2.63 (0.23) 2.27 (0.05) 2.44 (0.20) 0.21 0.65 0.00

日頃から読書や音楽鑑賞などを行っている。 2.95 (0.05) 3.00 (0.21) 2.83 (0.05) 2.81 (0.27) 0.30 0.59 0.00

休日には、趣味の活動、映画鑑賞、美術展めぐり
などを行っている。

2.75 (0.06) 2.44 (0.26) 2.67 (0.05) 2.30 (0.27) 0.07 0.78 0.00

日頃から友人と関わりを持っている。 2.88 (0.05) 3.04 (0.22) 2.88 (0.05) 2.67 (0.20) 3.48 0.06 0.01

お風呂に長く入る、適度な飲酒をするなど、自分
がリラックスできる活動を積極的に行っている。

3.20 (0.05) 3.41 (0.20) 3.11 (0.05) 3.11 (0.23) 0.89 0.35 0.00

趣味の会、旅行の会などの集団活動の会に所属し
て活動している。

1.97 (0.05) 2.15 (0.26) 1.99 (0.05) 2.30 (0.24) 0.29 0.59 0.00

今までやったことのないような新しい活動や学習
に挑戦している。

1.81 (0.04) 1.85 (0.17) 1.86 (0.04) 1.70 (0.15) 1.13 0.29 0.00

人の役に立つ活動や、人を援助する活動を行って
いる。

1.93 (0.04) 2.04 (0.18) 1.92 (0.04) 2.26 (0.22) 1.56 0.21 0.00

Table 4　メンタルヘルスプロモーション行動の改善

介入群 統制群 介入群 統制群

Pre Post
Interaction

Theme Category Response Example
内容 ロールモデルの紹介 9 職員がそれぞれ健康について考え，日々，取り組んでいる事がわかりと

ても参考になった。

社内の現状把握 3 ・健康維持に取り組んでいる社員が思ったより多いと感じた。
・工場（本社）の様子が見えるのが良かった。

実行可能性の高さ 2 健康づくりの参考になる内容やスモールチェンジは，自分にも出来そう
な身近な内容でとてもよいと思った。

内容の豊富さ 2 ・様々な情報がたくさんあっておもしろかった。
・いろんなことが書かれていて良かったと思う。

体裁 文字数の適切さ 2 記事もコラム的に紹介されており長くもなく短くもなく読み切れる範囲
であった。

心理的効果 内容の見直し 1 こころのメタボにならないようにと心がけるように時々見る事がある。

健康の重要性認知 1 普段こころの健康に対して意識を持つことがなかったので、きっかけに
することが出来て良かった。今後は日頃からこころの健康を意識してい
きたい。健康づくり実施方法の理解 1 健康への取り組み方も分かりやすく教えて頂いたので良かった。

全体的な肯定的評価 1 とてもためになる新聞でいいと思う。

Theme Category Response Example

ニューズレター
文字の大きさの改善 2 文字が小さくて読みづらかった。

内容の具体化 2 あたりさわりのないありきたりなないようだった気がした。もっと深い
内容を載せてほしい。

配信方法 電子版での配信 1 2年目は、紙ではなくデータ版でのみ発行する旨、担当者にお話した
（ペーパーレスが通常のため。拡大して見ることができるため）。

（a）ニューズレターに対する肯定的評価

（b）プログラムの改善に関する要望

Table 5　プログラムに参加しての感想
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研究要旨：本研究の目的は，メンタルヘルス・プロモーション，すなわちメンタルヘルス

問題の予防，およびポジティブ・メンタルヘルスの強化を目的にした e ラーニング・プロ

グラムを開発し，その内容および運用面で評価をおこなうことであった。本研究で開発す

る e ラーニング・プログラムは，先に紙面として開発した「こころの ABC 活動実践ワーク

ブック」（竹中・上地・島崎 , 2014）の内容を援用し，職域での介入を想定している。本研

究は，学生を対象に，内容および運用面を確認するための予備的研究と位置付けた。受講

の対象者は， e ラーニング・プログラム受講に関連して，以下のような結果を示した。そ

れらは，（ a）メンタルヘルスへの認識や考え方が変化させたこと，（b）メンタルヘルス・

プロモーション行動を実施してみての変化が生じたこと，および（ c）メンタルヘルス問題

の予防のためにおこなう活動が具体化できたこと，であった。以上の研究をもとに，今後

は，メンタルヘルス問題の予防を目的として，開発した e ラーニング・プログラムを様々

な職域で普及啓発させていくつもりである。  

 

Ａ．研究目的  

 労働政策研究・研修機構（2016）が実施

した「第 2 回日本人の就業実態に関する総

合調査」によれば，過去 3 年間に「落ち込

んだり，やる気が起きないなどのメンタル

ヘルス上の不調」を感じたことがあると回

答した者が 25.7%にのぼっている。また，

そのうちの 76.5%は「通院治療なしでも日

常生活を送ることができる状態」と回答し

ている。この結果は， 職場においてストレ

スの暴露が日常化し，生活や労働に影響を

与えていることを示唆している。これらの

回答者は，いわゆる「こころの病気」を抱

えているとは言えないものの，その予備群

とみなすことができ，現在の状態が継続す

ればメンタルヘルス問題に発展する可能性

が高い。しかも，これら予備群は，自分た

ちで何らかの対処が必要と考えているもの

の，何を行ってよいのかがわからない状態

にある。多く場合，飲酒や喫煙などの不健

康な対処によって事態は一層悪くなってい

く。  

 メンタルヘルス問題を予防するためには，

メンタルヘルス問題が生起する前に生じる
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些細な初期症状，たとえば「何となく落ち

込む」，「やる気が起きない」，「からだがだ

るい」などの症状を問題発症前のサインと

とらえ，早い段階で対処する必要がある。

一方で，メンタルヘルスをよい状態に保つ

術を身につけさせることも些細な初期症状

を表出させにくくするために重要である。

メンタルヘルス・プロモーション（Mental 

Health Promotion : 以下  MHP と略す）は，

後者に着目し，ネガティブ要因の緩和・除

去とは別に，日頃からポジティブ・メンタ

ルヘルスを育てる行動をとることを奨励し

ている（Canadian Population Health Institute, 

2009; Friedli, Oliver, Tidyman, & Ward; 

Donovan, James, Jalleh, & Sidebottom, 2006; 

Donovan, James, & Jalleh, 2007; Laws, James, 

& Donovan, 2008）。早稲田大学応用健康科

学研究室では，2014 年以来，メンタルヘル

ス問題の一次予防に着目し，「こころの

ABC 活動」と名付けたキャンペーン型の

介入を実施してきた（竹中 , 2012; 2015）。  

 「こころの ABC 活動」は，西オーストラ

リアにおいて積極的に展開されているメン

タルヘルス・プロモーション，Mental ly 

Heal thy WA  -Act-Belong-Commit  

Campaign（Donovan, Henley, Jalleh, Silburn, 

Zubrick, & Williams, 2006; 2007; Donovan & 

McHenry, 2014; Donovan & Anwar-McHenry, 

2015）の内容を援用し，新たに我が国の環

境や状況に合わせて開発したキャンペーン

活動である。「こころの ABC 活動」は，Act

（アクト），Belong（ビロング），および

Challenge（チャレンジ）の  3 要素で構成さ

れている。アクトは，散歩する，好きな音

楽を聴く，友達と話すなど，からだ，ここ

ろ，そして人とも活動的に過ごすことであ

る。ビロングは，行事に積極的に参加する，

趣味のサークルに参加するなど，社会的集

団に属すことで集団への帰属意識を高め，

同時に他者からのサポートを得やすくする

ことである。最後に，チャレンジは，新し

いことにチャレンジする，ボランティア活

動をする，困っている人を助けるなど，新

規な活動や社会奉仕活動を促すことである。

ABC のいずれの要素も，それぞれの行動を

行うことで満足感や達成感を味わうことが

できる行動の実践を推奨している。すなわ

ち，「こころの ABC 活動」は，肯定的な態

度変容を目的として，対象者が積極的に望

ましい活動に取り組み，よいメンタルヘル

スを保持することを目的に開発された。こ

れらの活動では，対象者が推奨されている

行動をどの程度達成が可能かという見込み

（自己効力感）によって，行動を分類し，

些細な行動から実践を促すことで対象者の

負担感を低下させている。  

 本研究では，「こころの ABC 活動」を e

ラーニングによって配信する。e ラーニン

グは， コンピューターやインターネットな

どの情報通信技術を活用した教育システム

である。近年，教育手法の一環として，  e

ラーニングが注目され，その利点としては，

いつでもどこでも受講できる，受講状況が

把握できる，などが挙げられる。いまや，

職域における e ラーニングは，従業員への

業務の教育という側面においても，また管

理者が従業員の学習状況を把握できるとい

う側面においても効果が認められており，

今後さらに活用が進むことが予想できる。  

 本 e ラーニング・プログラム（以下，eLP

と略す）は，仕事や課題に追われる状況下

で，特別に時間を割いてメンタルヘルス対

策に取り組めない職域の従業員への介入を

想定している。本研究は，メンタルヘルス・

プロモーションの普及方略として eLPの開

発を行い，対象を学生とした予備研究であ

る。  
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Ｂ．研究方法  

1) 対象者  

 対象者は， 早稲田大学人間科学部の健康

関連の講義を受講する 106 名であった。対

象者は，本プログラムへの受講課題が講義

の成績・評価とは関連がない旨を伝え，参

加同意が得られた 80 名とした。   

2）介入の手続き  

（1）調査協力  

 対象者には，まず講義内において，調査

質問紙および eLP の概要を説明した。eLP

受講への参加同意が得られた者には，事前

調査として質問紙への回答協力，eLP の受

講，および事後調査として質問紙への回答

協力 ,を依頼した。  

(2) 調査期間  

 調査および eLP の受講期間は，2016 年

11月 11日から 11 月 25日までの 15日間で

あった。事前調査の質問紙の記入は，2016

年 11 月 11 日におこない，11 月 12 日から

11月 24日までの 13日間を eLPの受講期間

とした。その後，参加者は，eLP 内で作成

した自身の行動計画表に基づいて，活動例

の中から選択した行動，また自身で計画し

た行動をセルフモニタリングしながら 7 日

間実施した。最後に，事後調査における質

問紙の記入は，11 月 25 日におこなった。  

3) eLP  

 本 eLP では，（a）自己分析・評価：eLP

内の前後に位値する MHP クイズ，（b）知

識学習：eLP の受講，および（c）行動計画

の立案：eLP 内における行動計画表の作成，

および（d）行動のセルフモニタリング：任

意の日から開始する 7 日間の行動実践，の

4要素で構成されている。eLPの内容は，「こ

ころの ABC 活動実践ワークブック」（竹

中・上地・島崎（早稲田大学応用健康科学

研究室），2014：図 1）に基づいて作成され

た（図 2）。以下，MHP クイズ，学習内容，  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. こころの ABC 活動実践ワークブック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2. eLP の画面 

 

および行動計画の立案およびセルフモニタ

リング，のそれぞれについて説明をおこな

う。  

①MHP クイズ  

 eLP の受講によって MHP に関する知識

が向上したか否かを評価するために，2 択

による 5 項目の質問をおこなった。  

②学習内容  
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 eLP の学習内容としては，（a）メンタル

ヘルス問題の理解，（b）「こころの ABC 活

動」に関する知識の獲得，および（c）対象

者の自主的な行動計画の立案，の 3 部から

構成されていた。  

③行動計画の立案およびセルフモニタリン

グ  

 eLP 内の行動計画のプログラムにおいて

は，対象者の自発的な行動の実践を促すた

めに， 行動計画表を作成させ，紙面に印刷

させた。行動計画表には，アクト，ビロン

グ，チャレンジそれぞれに対する行動計画

欄，達成度のセルフモニタリング欄，およ

び自由記述欄を設けた。アクト，ビロング，

チャレンジそれぞれ 3 要素に対応する行動

計画欄では，対象者に対して，eLP 内に示

した 30 項目の実践項目の中から選択，また

自身が決めた行動を自由に記入させ，アク

ト，ビロング，チャレンジそれぞれに割り

あてる形式とした。セルフモニタリングに

よる達成度の記録は，対象者自身が印刷し

た紙媒体に，毎日の達成度を「達成できた

（○）」，「どちらともいえない（△）」，「達成

できなかった（×）」，の 3 択で評価する形

式であった。また，自由記述欄には 7 日間

の取り組みにおいて感じたことを自由に記

入させた。  

3）事前・事後の調査内容  

（1）回答者の属性  

 事前・事後調査ともに，氏名，学籍番号，

性別，年齢，アルバイトの有無，サークル

活動の有無，および居住形態（自宅，一人

暮らし，その他）について調査をおこなっ

た。  

（2）こころの健康状況  

 こころの健康状態については， Jalleh, 

Donovan, & Lin（2015）の調査内容に倣い，

「私は，精神的に問題がなく，もっと人生

を楽しみたいと考えている」，「私は，自分

の人生をもっと価値あるものにしたいと考

えている」，「私は， 不幸せだと感じる時は

あるが，精神的にはいたって健康であ

る」，および「私は，不幸せと感じる時が

多く，時々精神的に不安定になることがあ

る」という質問に対して，「はい」，「いいえ」

の  2 択により回答を求めた。  

（3）「メンタルヘルス」という用語に対す

るイメージ  

 「メンタルヘルス」という用語に対する

イメージについても Jalleh et al.（2015）の

の調査内容を参考に，「この用語は，うつ病

や統合失調症のように， 精神疾患を患って

いる状態を意味している」，「この用語に  

関わる問題は，誰にでも起こりうると思う」，

「この用語に関わる問題は，自分には縁が

ないと思う」，「この用語に関わる問題は，  

予防することはできないと思う」，および

「この用語に関わる問題は，症状が悪化し

てからでも，症状を緩和することが可能だ

と思う」という質問項目に対して， 「はい」， 

「いいえ」の 2 択によって回答を求めた。  

（4）ストレス対処行動の実施状況  

 ストレス対処行動の実施状況については，

以下のように，トランスセオレティカル・

モデルに基づいたストレスマネジメント・

ステージ尺度により評価をおこなった。行

動変容のステージは，（a）ストレスなし：

現在ストレスを感じていない，（b）前熟考

ステージ：現在，ストレスマネジメント行

動を行っていないし，これから先もおこな

う意思がない，（c）熟考ステージ：現在ス

トレスマネジメント行動を行っていないが，

この先 6 ヵ月以内に実施する意思がある，

（d）準備ステージ：現在，定期的にストレ

スマネジメント行動をおこなっていないが，

すぐにおこなう意思がある，（e）実行ステ
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ージ：効果的なストレスマネジメント行動

を実施しているものの，開始してから 6 ヵ

月以内である，および（f）維持ステージ：

効果的なストレスマネジメント行動を実施

し， 6 ヵ月以上が経過している，の 6 段階

であった。  

（5）eLP の内容に関する評価  

 eLP の内容に関する調査としては，「eLP

の学習内容を思い出すことができますか

（知識・記憶）」，「eLP の学習内容を理解で

きましたか（理解）」，「eLP で示していた内

容に同意できましたか（受諾）」，「eLP で示

された内容を「やってみよう」と思いまし

たか（意図）」，「eLP を通して，  メンタル

ヘルスに対する考え方は変わりましたか

（態度）」，「今後，前もってこころの問題に

備えて何かをおこなうつもりですか（行動

の意図）」という質問に対して，「はい」，「い

いえ」の 2 択により回答を求めた。  

（6）行動をおこなったことによる変化  

 行動をおこなったことによる変化につい

ては，「行動計画表に沿って行動をとった結

果，変わったことはありましたか」という

質問に対して自由記述の回答を求めた。  

（7）今後おこなおうと考えているこころの

健康づくりの内容  

 今後おこなおうと考えているこころの健

康づくりの内容は，「今後おこなおうと思っ

ている具体的な取り組みについてご記入く

ださい」という設問に自由記述で回答を求

めている。  

 

C. 結果  

 本研究の結果については，以下の順序で

示す。1）対象者の属性，2）eLP 受講によ

るこころの健康状態の変化，3）MHP クイ

ズの正答率の変化，4）「メンタルヘルス」

という用語に対するイメージの変化，5）メ

ンタルヘルスに対する考え方の変化，6）

eLP 受講によるストレスマネジメント・ス

テージの変化，7）行動をおこなったことに

よる変化，8）今後おこなおうと考えている

こころの健康づくりの内容，および 9）eLP

内容についての評価，である。  

1）回答者の属性  

 本研究の対象者は，研究の参加承諾に同

意した者のうち，事前調査，eLP 受講，行

動計画とセルフモニタリングシートの提出，

および事後調査の 4 課題を完遂した 52 名

（男性 17 名，女性 34 名，無記入 1 名）で，

年齢は平均 20.4 歳±1.4 歳であった。アルバ

イトの有無は，アルバイト有が 44 名，およ

びアルバイト無が 8 名であった。サークル

加入の可否は，サークル加入が 43 名，未加

入が 8 名，および無記入が 1 名であった。

居住形態は，自宅が 27 名，一人暮らしが

22 名，その他が 2 名，および無記入が 1 名

であった。  

2）eLP 受講によるこころの健康状態の変化  

 eLP の受講によるこころの健康状態の変

化については，各項目への回答（はい・い

いえ）と時期（事前・事後）によるクロス

集計，および Fisher の直接法による検討を

おこなった。分析の結果，介入の前後でこ

ころの健康状態に有意な変化は見られず，

ほとんどの対象者が介入前から良好なここ

ろの健康状態を保持していた。  

3）MHP クイズの正答率の変化  

 MHP クイズは，eLP の受講による知識の

向上について評価をおこなった。このクイ

ズは，eLP 内で，受講の前後で回答を求め

た。MHP クイズへの正答数を介入前後で比

較するために対応のある t 検定をおこなっ

た．分析の結果，事前調査の正答数は，

M=7.2，SD=0.9，事後調査の正答率は，M=8.2，

SD=1.1 であり，eLP 受講によって正答率が

有意に向上した（p<.05）。  

4）「メンタルヘルス」という用語に対する
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表 1. MHP 行動の実施の変化 

表 2. eLP 受講によるメンタルヘルス問題に関する認識の変化 

イメージの変化  

 「メンタルヘルス」という用語のイメー

ジについては，各項目への回答（はい・ い

いえ）と時期（事前・事後）によるクロス  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集計，および Fisher の直接法による検討

をおこなった。分析の結果，介入の前後で，

「メンタルヘルス」という用語についてイ

メージの変化は認められず，ほとんどの対

象者が介入以前より「メンタルヘルス」と

いう用語のイメージとして，「誰にでも起こ

りうる問題である」という認識を持ってい

た。  

5）メンタルヘルスに対する考え方の変化  

 eLP を通してメンタルヘルスに対する考

え方が変わったと回答した者を対象に，考

え方の変化の内容を分析した（Vaughn, 

Schumm, & Schumm, 1999）。その結果，表 1

に示すように，（a）予防行動に関する認識の

変化，および（b）メンタルヘルス問題の危

険性の理解，の 2 カテゴリに分類された。

予防行動に関する認識の変化は，スモール

チェンジの重要性の理解，行動実践の重要

性の理解，および行動実践の意図向上，の

3 コードで構成された。一方，メンタルヘ

ルス問題の危険性の理解は，罹患可能性の  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認識，および自身との関連性の認識，の 2

コードが得られた。  

 全体の回答内容としては，罹患可能性の

認識コードに関連する記述が最も多く， つ

いでスモールチェンジの重要性の理解に関

連する記述が多かった。   

6）eLP 受講によるストレスマネジメント・

ステージの変化  

 ストレスマネジメント・ステージは，事

前調査，および事後調査の結果について比

較をおこなった。ストレスマネジメント・

ステージの変化に関しては， 各ステージに

おける人数，および割合が事前に比べて事

後で若干の好転が見られた（事前：ストレ

スなし 5 名，前熟考ステージ 1 名，熟考ス

テージ 3 名，準備ステージ 13 名，実行ステ

ージ 11 名，および維持ステージ 19 名；事
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表 3. メンタルヘルス問題の予防に関する具体的取り組み  

後：ストレスなし 8 名，前熟考ステージ 1

名，熟考ステージ 2 名，準備ステージ 7 名，

実行ステージ 14 名，維持ステージ 17 名）。 

7）行動をおこなったことによる変化  

 行動実施によるこころの健康状態の変化

を調べるために，質的データ解析の方法

（Vaughn et al., 1999）。に基づき，分析を

おこなった。自由記述で得られた回答内容

をもとに分析をおこなった結果，表 2 に示

すように，回答の内容は「心理・社会的変

化」，「予防行動の実践」，および「日常生活

の改善」，の 3 カテゴリに分類された。  

 「心理・社会的変化」は，気分の改善，

他者との関わりの増加，および行動意義の

再認識の 3 つのコードが確認された。つぎ

に，「予防行動の実践」は，自身で計画した

行動の実践，新規活動の実践，およびセル

フモニタリングの実践，の 3 コードが抽出

された。最後に，「日常生活の改善」は，時

間管理の変化のみのコードで構成された。  

 全体の回答としては，気分の改善のコー

ドに関連する記述が多く見られ，ついで時

間管理の変化が多かった。一方で， 新規活

動の実践機会についての記述は，eLP を通

して「増えた」と回答した者の数は少なか

った。少ないなかでも，新規活動の例とし

ては，新たにジムに通う，ジョギングを始

める，および筋肉トレーニングをおこなう，

といった回答が得られた。   

8）選択された ABC 活動の内容  

 行動計画表を作成する際に選択された，

こころの ABC活動のそれぞれの内容を表 3

に示す。本研究においては「友人とおしゃ

べりする」が最も多く選択されていた。つ

いで「絵を描く」および「家族と今日ので

きごとを話す」が多かった。  

8）今後おこなおうと考えているこころの健

康づくりの内容  

 今後おこなおうと考えているこころの健

康づくりの内容については，自由記述によ

って回答を求めた。質的データの解析方法

（Vaughn et al., 1999）に基づいて分析をお

こなった分析の結果，表 4 に示すように，   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）アクティベーション，（b）リラクセー

ション，および（c）ストレスマネジメント，

の 3 つのカテゴリに分類された。（a）アク

ティベーションは，身体活動，芸術活動，

購買行動，および相談・コミュニケーショ
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表 4. 対象者が選んだこころの ABC 活動 

ン，の 3 コードに分けられた。（b）リラク

セーションは，リラクセーション・休養の

みで構成され，最後に（c）ストレスマネジ

メントは，「ストレスを感じた時は，早めに  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対処することが大切である」といった回答

が寄せられた。  

9）eLP の評価  

 eLP の内容評価に関しては，アルバイト

の有無および居住形態で差異を検討した。

Fisher の直接法， および χ2 検定で分析を

おこなった。その結果，アルバイトをおこ

なっている者において，「eLP で示していた

内容に同意できましたか」 (p<.05)，および

「eLP を通して，メンタルヘルスに対する

考え方は変わりましたか」（p<.05）という

設問に対して「はい」と解答した者が有意

に多かった。また，自宅暮らしの者におい

て，「eLP を通じてメンタルヘルスに対する

考え方は変わりましたか」（p.<05）の設問

に対して有意な肯定的評価を得た。  

 

D. 考察  

 本研究では，学生を対象に，eLP の受講

によって，対象者の  MHP に関する知識が

向上するのか，また行動の実践に肯定的な

影響を及ぼすのかを評価した。  

 eLP 受講の前後におこなった調査では，  

ストレスマネジメント・ステージ，こころ

の健康状況，およびメンタルヘルスという

用語に対するイメージは，いずれも eLP 受

講の前後で有意な変化は見られなかった。

その理由として考えられることは，対象者

のストレスマネジメント・ステージが受講

前からすでに高かったことである。調査を  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おこなった学生は，すでになんらかのスポ

ーツや活動に従事しており， ストレスの解

消手段としてストレスマネジメント行動を

おこなっていた。調査前のストレスマネジ

メント・ステージにおける割合を見ると，

維持ステージにある者の数が多く， 調査後

においても調査者全体に占める割合が高か

った。また，受講前に低次ステージに位置

していた対象でさえも，ストレスマネジメ

ント・ステージの変化には，数ヵ月の介入

期間を要することから，本研究の実践期間

が短かったことも原因と考えられる。同様

に，メンタルヘルスという用語の理解度や

イメージについても介入前において，すで

に理論を学んでいたために，有意な変化が

認められなかったと考えられる。  

 eLP を通してメンタルヘルスに対する考

え方に変化があったと回答した者を対象に， 

考え方の変化を尋ねたところ，いくつかの

意見が見られた。それらは，eLP を通して，

「メンタルヘルス問題が自身にとって身近

な問題であること」，および「身の周りの

小さなことから変化させていくスモールチ

ェンジ活動が重要であること」などの認識

であった。eLP の受講によってメンタルヘ

ルス問題に対する認識が変化し，「予防行動
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に関する認識が変化した」，および「メンタ

ヘルス問題の危険性を理解することができ

た」といった回答が得られた。最も多かっ

た回答は， 「スモールチェンジの重要性を

理解した」ということであり，eLP を通し

て， 対象者が行動を実践する重要性の意識

が高まった。   

 MHP 行動の実施による変化としては，

心理・社会的変化，予防行動の実践，日常

生活の改善であった。最も多く寄せられた

回答は，「リフレッシュすることができた」

という気分の改善であり， つぎに多かった

回答は「空いた時間を有効に活用するよう

になった」という時間管理の変化であった。

これらの結果は，対象者が eLP 内の行動計

画表を通して時間管理をおこなえるように

なったために，自身の生活リズムや生活習

慣に目を向ける機会が持てるようになった

こと，また時間管理することに意識が変化

したことによって自身で決めた行動を適切

に実施でき，その結果，気分が改善したと

考えられる。  

 事後調査において，eLP に関する評価を

おこなった結果，居住形態，およびアルバ

イトの有無によって有意な差異が認められ

た。アルバイトをおこなっている調査対象

者は，eLP の受講内容に同意し， メンタル

ヘルスに対する考え方が変化させた。また，

実家暮らしの者は，eLP の受講を通じて，

メンタルヘルスに対する考え方を変化させ

た。アルバイトの有無によって調査対象者

の eLPに対する評価が異なってあらわれた

ことは， アルバイトの性質が関連している

と考えられる。アルバイトをおこなってい

る者は， 職務に従事することを通して，日

常的に上司，顧客といった社会人と接点を

持つ機会が多く，働くことの困難さを意識

している。そのために，本 eLP の内容とし

た職場におけるメンタルヘルス，および自

身のメンタルヘルスへの意識が高まりやす

かったと考えられる。また，この eLP は，

対象として社会人を想定して開発している

ために，プログラム内容とアルバイト体験

を結びつけて考えることができたと考えら

れる。同様に，居住形態によって eLP の評

価が分かれたことについては，家族との関

与が関連していると考えられる。実家暮ら

しの者は，両親をはじめとする家族と関わ

る時間が多い。そのため，家族間で仕事に

関して話し合う機会が多く，仕事に対する

意識づけがおこなわれていることから，

eLP の受講内容に対する理解の基盤ができ

ていた。  

 最後に，メンタルヘルス問題の予防に対

して，今後おこなう具体的な取り組みにつ

いては，趣味・余暇活動，友人・家族間に

おける相談というコードが抽出された。具

体的な取り組みの内容としては， 美術館に

行く，ショッピングに出かける，温泉に入

る，というように，対象者の興味や習慣に

基づいた回答が多数見られた。eLP への参

加によるメンタルヘルス問題に対する認識

において，スモールチェンジの重要性を理

解したという回答が多く得られた。そのた

め，回答者は，普段おこなっている行動に

目を向け，小さな行動を積み重ねることが

重要である，という認識ができたことが伺

えた。  

 

Ｅ．結論  

 本研究では，「こころの ABC 活動実践ワ

ークブック」の内容をもとに，社会人を対

象として職域で実施できる eLPを開発した。

しかし，本研究で対象としていた者は学生

であり，社会人を対象とする本 eLP の内容

と矛盾しているかもしれない。にもかかわ

らず，本研究の結果には，いくつか有益な

知見が得られた。それらは，（a）eLP 受講
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によって対象者の認識や考え方が変化した

こと，（b）MHP 行動を実施してみての変化

が生じたこと，および（c）メンタルヘルス

問題の予防のためにおこなう活動が具体化

できたこと，である。（a）に関しては，多

くの受講者がメンタルヘルス問題は誰にで

も生じることであり，身近な話題であり，

意識して予防することが重要であることを

学んだ。（b）に関しては，自身の行動計画

を行い，セルフモニタリングをおこなう過

程で気分の変化や時間管理が進むことを実

感していた。最後の（c）は，趣味・余暇活

動，友人・家族間における相談など，まさ

に具体的な ABC 活動が具体化されたこと

である。今後は，社会人を対象にして，さ

らに職域に適合できるように修正を行いた

い。  

 

F. 健康危険情報  

 該当せず。  
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Congress of Health Psychology, July 23, 

Pacifico Yokohama, Yokohama. 

Takenaka, K. (2016). Health Behavior Change 

Approach in Asia. Symposium  The 6th 

Asian Congress of Health Psychology, 

July 23, Pacifico Yokohama, Yokohama. 

Takenaka, K. (2016). Development of the 

Expert System aimed at the Healthy 
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「メンタルヘルス問題を予防する教育・普及プログラムの開発及び評価」 

（H28-労働-一般-002） 

研究代表者：竹中晃二 

 

分担研究報告書 

予防教育プログラムの評価 

 

研究分担者 

島津明人（東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野・准教授） 

 

研究協力者 

渡辺真弓（東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野・学術支援職員） 

 

 

研究要旨：本分担研究では，職域における個人向けメンタルヘルス・プロモーションに関

して，予防教育プログラムの効果評価に適切と考えられる指標を，文献レビューをもとに

検討した。レビューの結果，アウトカムに相当する指標として，主にワーク・エンゲイジ

メントとフローが取り上げられていることが示された。いずれの変数も，職域におけるメ

ンタルヘルス・プロモーションの効果評価指標として概念的には適切と考えられるものの，

測定に関しては，質問紙による評価方法が確立しているワーク・エンゲイジメントが，よ

り望ましいと考えられた。ポジティブなアウトカムを高める指標としては，心理的資本，

心理的柔軟性，自己制御プロセス，ポジティブな帰属スタイル，感情的知性，コアセルフ

評価などの個人資源（内的資源，心理的資源）が取り上げられていた。メンタルヘルス・

プロモーションの効果指標について，より多様な要因に注目するには，これらの個人資源

のほかに，リカバリー経験のような就業外の活動にも注目することも有用と考えられた。 

 

Ａ．はじめに 

本研究の目的は，人々がストレス対処法

を身に着ける（ストレスマネジメント）だ

けでなく，「良いメンタルヘルス状態を保つ」

ために必要な行動の実践（メンタルヘル

ス・プロモーション）を促し，メンタルヘ

ルス問題の予防に貢献できる教育・普及・

プログラムを開発し，評価システムを作成

することである。このうち，本分担研究で

は，職域における個人に向けたメンタルヘ

ルス・プロモーションに関して，予防教育

プログラムの評価を行うことを目的とする。

初年度にあたる平成 28年度では，職域にお

ける個人向けメンタルヘルス・プロモーシ

ョンの評価指標に関して，文献レビューを

行うことを目的とした。 

 

Ｂ．対象と方法 
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本分担研究では，Rodríguez-Carvajal 

et.al（2010）のレビュー論文を参照しなが

ら，個人向けメンタルヘルス・プロモーシ

ョンの評価指標の検討を行った。

Rodríguez-Carvajal et.al（2010）では，問

題を探索しその改善を目指す従来の問題解

決型のアプローチではなく，強みとなる資

源を強化することを目的とするポジティブ

なアプローチに注目しながら，アウトカム

となる指標とその先行要因とを包括的にレ

ビューしている点に特徴がある。 

Rodríguez-Carvajal et.al（2010）では，

PsycINFO データベースを使用して，

2005-2010 年に発表された企業のポジティ

ブなアプローチとポジティブなアウトカム

の関連を検証する論文を検索している。キ

ーワードは，’positive psychology’, ‘positive 

organizational behavior’, ‘positive 

organizational scholarship’, ‘job 

satisfaction’, ‘happiness’, ‘well-being’, 

‘engagement’, ‘authentic leadership’, 

‘deviant leadership’, ‘transformational 

leadership’, ‘servant leadership’, 

‘emotion’, ‘flow’, ‘flourish’, ‘personal 

growth’などのキーワードに ’job’, ‘work’, 

‘organization’を加えて検索を行っている。

本報告書では，個人に向けたメンタルヘル

ス・プロモーションの評価に関連すると思

われる概念（変数）を取り上げ，その内容

を検討した。 

 

C．結果 

1. アウトカムに相当する概念 

（1）エンゲイジメント 

ワーク・エンゲイジメントは仕事に関連

するポジティブで充実した心理状態であり，

活力，熱意，没頭によって特徴づけられる

（i.e., Bakker & Schaufeli, 2008; Bakker 

et al., 2008）。ワーク・エンゲイジメントは，

労働者の就業活動の経験に焦点を当ててお

り，その経験の規定要因やアウトカムを指

すわけではない。したがって，労働者がワ

ーク・エンゲイジメントを感じる状況への

洞察を深めるためには，その規定要因を見

つけ出す必要がある。仕事の資源はワー

ク・エンゲイジメントと関連することが知

られているが（i.e., Bakker & Demerouti, 

2007, 2008; de Lange et al., 2008; 

Schaufeli & Salanova, 2007; Schaufeli et 

al., 2009），同様に個人の資源もワーク・エ

ンゲイジメントに影響することが報告され

ている（i.e., Avey et al., 2008; Bakker & 

Demerouti, 2008; Garrosa et al., 2011）。 

 

（2）フロー 

人はフローを体験すると，チャレンジ精

神を発揮し，自らの特定のスキルを使い，

その瞬間を楽しみ，自分の能力を伸ばし，

時間の感覚を失う。フロー理論においては，

仕事時にはフローを体験する機会に恵まれ

ることがあり，また，仕事はフロー体験を

促すように設計されていなければならない。

しかしながら，仕事におけるフローに関す

る実証研究はほとんど存在しない。Nielsen 

& Cleal （2010） は，管理者において計画，

問題解決と評価がフローを有意に予測して

いたことを報告している。Salanova et al. 

（2006） では，ソーシャルサポート，革新

的な実践へのサポート，仕事における明確

な規則と規範があること，明確な目的があ

ることがフローと関連していたことが示さ

れている。その他にも，スキルの多様性，
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裁量性，フィードバック，仕事の完遂，仕

事の重要性はフローを予測していた 

（Demerouti, 2006; Kuo & Ho, 2010）。更

に，瞑想体験はフロー体験と正の関連を有

していた（Kuo & Ho, 2010）。 

 

2. アウトカムを高める概念 

（1）心理的資本 

心理的資本は 4 つの個人的な資本，すな

わち，希望・レジリエンス・楽観性・自己

効力感から構成される。心理的資本は，職

務満足度（ Larson & Luthans, 2006; 

Luthans et al., 2007; Luthans et al., 

2008），心理的ウェルビーイング（Avey et 

al., 2010），ポジティブな感情（Avey et al., 

2008）と関連があることが報告されている。 

 

（2）心理的柔軟性 

心理的柔軟性は，今現在の瞬間に集中し，

状況に応じて自らが選択した価値に基づい

て行動することを指す。近年，アクセプタ

ンスとコミットメント療法（ACT）との関

連において発展した。メタ分析において，

心理的柔軟性と健康との間には正の関連が

あることが示されている（Hayes et al., 

2006）。更に，心理的柔軟性が職場のメンタ

ルヘルスと関連していることを示す研究も

増加傾向にある（Bond et al., 2010）。ただ

し，ほとんどの研究はネガティブなアウト

カムに焦点を当てており，ネガティブなア

ウトカムの低下をもって職務満足度や全般

的なウェルビーイングに貢献していること

を示している。Bond et al.（2010）では，

労働者を対象とした RCT において心理的

柔軟性が精神的不調を低減したことを報告

している。その他，ソーシャルワーカーや

警官の二次的トラウマ（Berceli &Napoli, 

2006）や緩和ケア病棟に勤務する労働者の

バーンアウト（Ruiz et al., 2008）の予防効

果が認められている。 

 

（3）自己制御プロセス 

最近のレビュー（Lord et al., 2010）で示

されていたように，昨今の職場環境での成

功には自己制御が不可欠である。自己制御

は個人の成長を促し，ウェルビーイングを

向上させ，自己実現を促す。問題に焦点を

当てた，認知の再構成に基づいた対処スタ

イルや再評価戦略は，職務満足度（Amiot et 

al., 2006; Ayres & Malouff, 2007），肯定的

な感情，生活満足度やウェルビーイング

（Ayres & Malouff, 2007; Welbourne et 

al., 2007; Rodríguez-Carvajal, 2007）に好

ましい効果が認められている。他方，感情

を抑圧するような自己制御プロセスは好ま

しくない効果が認められている（Bono et 

al., , 2007; Glasø & Einarsen, 2008; 

Rodríguez-Carvajal, 2007; Seery & 

Corrigall, 2009; Yanchus e al., , 2010）. 

また，目的へのプロセスが，その目的の達

成を難しいと認識した場合に感情的なウェ

ルビーイング，職務満足度や主観的な成功

（Wiese & Freund, 2005；Pomaki, Karoly 

& Maes, 2009）を向上させていたことが報

告されている。 

 

（4）ポジティブな帰属スタイル 

ポジティブな帰属スタイルは，職務満足

度と正の関連が認められ（Welbourne et al., 

2007），認知行動療法によって向上すること

が示されている（Proudfoot et al., 2009）。

Wellbourne et al.（2007）では，仕事への
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ポジティブな帰属スタイルは，職場でのス

トレス対処に関して問題解決／認知の再構

成対処スタイルを向上させ，回避的な対処

スタイルを低減させることで，高い職務満

足度と関連していたことが報告されている。 

 

（5）感情的知性 

職場における感情的知性の研究では，感

情的知性が職務満足度やその他のウェルビ

ーイングに関連する指標と正の関連があっ

たことを示している（e.g., Jain & Shina, 

2005; Sy et al., 2006; Kafetsios & 

Zampetakis, 2008）。ポジティブあるいはネ

ガティブな感情がこれらの関係における媒

介要因である可能性があり，特に男性では

完全な媒介効果が認められている

（Kafetsios & Zampetakis，2008）。他方，

管理監督者の感情的知性は，部下の感情的

知性が低い場合に部下の職務満足度を高め

る効果があると示した研究もある（Sy et al., 

2006）。 

 

（6）コアセルフ評価 

コアセルフ評価とは，職務満足度の個人

的な特性基盤を理解するための統合原則の

ことを指す。コアセルフ評価は自尊感情，

統制の所在，感情的な安定などの概念を含

む。コアセルフ評価は職務満足度への直接

的・間接的な効果が認められている（Best et 

al., 2005; Piccolo et al., 2005; Judge et al., 

2008）。Piccolo et al.（2005）では，ポジテ

ィブ・ネガティブな感情と比べてコアセル

フ評価の方が職務満足度と強く関連してい

たことを示している。同様に，コアセルフ

評価，性格特性 5 因子および特性感情の 3

要因と職務満足度との関連において（分析

時に同時に投入された場合），コアセルフ評

価のみが有意に職務満足度と関連したこと

を示している。 

 

D．考察 

 本分担研究では，職域における個人向け

メンタルヘルス・プロモーションに関して，

予防教育プログラムの効果評価に適切と考

えられる指標を，文献レビューをもとに検

討することを目的とした。本分担研究で参

照した Rodríguez-Carvajal et.al（2010）

では，レビューされた研究の多くが観察研

究であり，介入研究は数が限定されていた。 

 レビューの結果，アウトカムに相当する

指標として，主にワーク・エンゲイジメン

トとフローが取り上げられていることが示

された。いずれの変数も，職域におけるメ

ンタルヘルス・プロモーションの効果評価

指標として概念的には適切と考えられるも

のの，測定に関しては，質問紙による評価

方法が確立しているワーク・エンゲイジメ

ントが，より望ましいと考えられる。 

 他方，ワーク・エンゲイジメントやフロ

ーなどのポジティブなアウトカムを高める

指標としては，心理的資本，心理的柔軟性，

自己制御プロセス，ポジティブな帰属スタ

イル，感情的知性，コアセルフ評価などが

取り上げられていた。これらの概念は，い

ずれもポジティブ心理学で扱われている個

人資源（内的資源，心理的資源）に関する

概念であり，これらの資源を充実させるこ

とが，労働者の良好なアウトカムにつなが

ることが期待される。 

 近年，労働者の健康や well-beingを検討

するに際して，就業時の活動だけでなく就

業外の活動にも注目することの重要性が指
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摘されている。就業外の活動のうち特に健

康と良好な関連が指摘されている活動に，

リカバリー経験（就業中のストレスフルな

体験によって消費された心理社会的資源を

元の水準に回復させるための活動）がある。

メンタルヘルス・プロモーションの効果指

標について，より多様な要因に注目するに

は，ポジティブ心理学で扱われている個人

資源（内的資源，心理的資源）に関する概

念のほかに，リカバリー経験のような，就

業外の活動にも注目することも有用と考え

られる。 

 

E．結論 

 本分担研究では，職域における個人向け

メンタルヘルス・プロモーションに関して，

予防教育プログラムの効果評価に適切と考

えられる指標を，文献レビューをもとに検

討した。レビューの結果，アウトカムに相

当する指標として，主にワーク・エンゲイ

ジメントとフローが取り上げられているこ

とが示された。いずれの変数も，職域にお

けるメンタルヘルス・プロモーションの効

果評価指標として概念的には適切と考えら

れるものの，測定に関しては，質問紙によ

る評価方法が確立しているワーク・エンゲ

イジメントが，より望ましいと考えられた。

ポジティブなアウトカムを高める指標とし

ては，心理的資本，心理的柔軟性，自己制

御プロセス，ポジティブな帰属スタイル，

感情的知性，コアセルフ評価などの個人資

源（内的資源，心理的資源）が取り上げら

れていた。メンタルヘルス・プロモーショ

ンの効果指標について，より多様な要因に

注目するには，これらの個人資源のほかに，

リカバリー経験のような就業外の活動にも

注目することも有用と考えられた。 
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